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産業厚生常任委員会（民生部所管）説明資料 

※説明資料のページは、案件＋担当ごとに付番しています。 

    
議案 

（新旧対照表等） 
頁 

 

【新年度予算に関連しないもの】 

Ⅰ．条例関係       

 (1) 斜里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例について 

 (2) 斜里町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例について 

 (3) 斜里町放課後児童健全育成事業の整備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例について  
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附属資料 

（予算説明資料） 
頁 

Ⅱ． 3月補正予算 

(1) 斜里町一般会計補正予算（第 12 回）について 

① 住民生活課所管分 

② 地域福祉課所管分 

③ 健康子育て課所管分 

④ 児童育成課所管分 
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附属資料 

（予算説明資料） 
頁 

 

 (2) 斜里町国民健康保険事業特別会計予算（第 5 回）について 

(3) 斜里町介護保険事業特別会計予算（第 5 回）について 

(4) 斜里町後期高齢者医療事業特別会計予算（第 4 回）について 

(5) 繰越明許補正 

(6) 債務負担行為補正 
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議案 

（新旧対照表等） 
頁 

【新年度予算に関連するもの】 

Ⅲ．条例関係 

(1) 斜里町国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につい 

て 
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附属資料 

（予算説明資料） 
頁 

Ⅳ．令和５年度各会計予算（投資的事業の主な内容）関係 

(1) 斜里町一般会計予算について 

① 住民生活課所管分 

② 地域福祉課所管分 

③ 健康子育て課所管分 

④ 児童育成課所管分 
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附属資料 

（予算説明資料） 
頁 

 

(2) 斜里町国民健康保険事業特別会計予算について 

(3) 斜里町介護保険事業特別会計予算について 

(4) 斜里町後期高齢者医療事業特別会計予算について 
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    附属資料 頁 

 

Ⅴ．協議・報告事項 

  (1) 協議案について 

① AI による地域公共交通実証運行事業（案）について 

② 社会福祉法人斜里福祉会の経営改善について  

③ 子育て支援センター施設集約化事業について 

  (2) 町政報告 

      ① 電力・ガス・食料品等物価高騰緊急支援給付金事業につい 

     て 

   ② 高齢者世帯等生活支援事業について 

   ③ 人工透析患者送迎支援事業の終了について 

   ④ 新型コロナウイルスワクチンの接種状況について 

   ⑤ 子育て世帯生活支援特別給付金事業について 
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    附属資料 頁 

Ⅵ．その他 

(1) 介護認定者のサービス利用状況について(令和 5 年 1 月末現在） 

   

 

・・・ 

 

 

 資料 25  

 

 

P1 

(2) 関係行事等 

① 自治会長・総務部長研修会           

② 国民健康保険運営協議会       

③ 地域包括支援センター運営協議会、介護保険運営協議会、地

域密着型サービス運営協議会        

④ 子ども・子育て会議       

⑤ 地域公共交通活性化協議会 

⑥ 地域支え合い推進会議 

⑦ へき地保育所閉所式（ウトロ・中斜里） 

⑧ 常設保育園卒園式（双葉・はまなす） 

 

 

1/21（土） ゆめホール知床 参加者 63 名 

2/6（月） 役場 参加者 15 名 

2/7（火） ぽると２１ 参加者 15 名 

 

2/24（金）ゆめホール知床 

3/3（金）ゆめホール知床  

3 月中開催 ぽると２１  

3/29（火）ウトロ保育所、中斜里保育所  

3/30（水）10:00～双葉保育園、10：30～はまなす保育園 
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斜里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に
関する基準を定める条例の一部を改正する条例について

１．条例改正の理由

特定教育・保育施設の基準については、市町村が内閣府令で定める基準に基づき条例で定

めることとされているが、この度、国の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに

特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準が改正されたことから、国の基準に基づ

き「斜里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例」

の一部を改正する。

２．改正条例

斜里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例（平成 26 年条例第 18号）

３．改正内容

民法の一部改正を受け、児童福祉法において施設の長等による懲戒の規定が削除され、

国の特定教育・保育施設等の運営基準についても同様の改正が行われたことから、本条例に

ついても懲戒に関する権限の濫用禁止規定を削除する。

４．施行期日

公布の日から施行する。

資料１
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議案第７６号

斜里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について

このことについて、下記のとおり改正する。

令和５年３月８日提出

斜里町長 馬 場 隆

記

斜里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例

斜里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年条例第１８号）の一部を次のように改正する。

第２６条を次のように改める。

第２６条 削除

附 則

この条例は、公布の日からする。
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斜里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表

改正前 改正後

(懲戒に係る権限の濫用禁止)

第26条 特定教育・保育施設(幼保連携型認定こども園及び保育所に

限る。以下この条において同じ。)の長たる特定教育・保育施設の管

理者は、教育・保育給付認定子どもに対し児童福祉法第47条第3項

の規定により懲戒に関しその教育・保育給付認定子どもの福祉のた

めに必要な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等

その権限を濫用してはならない。

第26条 削除

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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斜里町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例
の一部を改正する条例について

１．条例改正の理由

家庭的保育事業等の基準については、厚生労働省令に定める基準に基づき市町村が条例で

定めることとされているが、この度、国の家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準が

改正されたことから、国の基準に基づき「斜里町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例」の一部を改正する。

２．改正条例

斜里町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 26 年条例第 19

号）

３．改正内容

（１）安全計画の策定等の義務化

安全計画の策定及び職員研修や訓練の定期的実施等の義務化

（２）自動車を運行する場合の所在の確認

こどものバス送迎時の安全確保を目的とする乳幼児の所在の確認と安全措置の装備設

置の義務化

（３）インクルーシブ保育を可能とするための設備・人員基準の緩和

インクルーシブ保育を可能とするため、他の社会福祉施設と併設する場合の設備・専

従人員基準の緩和

（４）懲戒に係る権限の濫用禁止に関する規定の削除

民法の一部改正を受け、児童福祉法において施設の長等による懲戒の規定が削除され、

国の家庭的保育事業等の設備・運営基準についても同様の改正が行われたことから、本

条例についても懲戒に関する権限の濫用禁止規定を削除する。

（５）感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に必要な措置の明確化

感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための職員研修・訓練実施の努力義務化

４．施行期日及び経過措置

令和 5年 4月 1日から施行する。

ただし、第 13条の改正規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

改定後の第 7 条の 3 第 2 項の自動車へのブザーの設置に関しては、必要な代替措置を講じ

ることにより令和 6年 3月 31 日まで経過措置を設ける。

資料２
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議案第７７号

斜里町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について

このことについて、別紙のとおり改正する。

令和５年３月８日提出

斜里町長 馬 場 隆



斜里町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

斜里町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第１９号）の一部を次のように改正する。

第７条の次に次の２条を加える。

（安全計画の策定等）

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的

保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳

幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活

その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的

保育事業所等における安全に関する事項についての計画（以下この条において

「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前

項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図

られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなけ

ればならない。

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全

計画の変更を行うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のた

めの移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼

児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握すること

ができる方法により、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業所を除く。）は、利用乳幼児の送迎

を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより１つ後方

に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案

してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるもの

を除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用
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乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認

（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。

第１０条中「設置するときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に限り」

を加え、同条ただし書を削る。

第１３条を次のように改める。

第１３条 削除

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒

の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施する」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１３条の改正規定は、

公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第７条の３第２項の規定の適用については、家庭的保育事業者等にお

いて利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であって、当

該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止

する装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを

用いることにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該

自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児の送

迎を目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等の設

置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わなければならない。
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斜里町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表

改正前 改正後

(安全計画の策定等)

第7条の2 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るた

め、家庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の

安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等

を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における

安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等

における安全に関する事項についての計画(以下この条において「安

全計画」という。)を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。

2 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知する

とともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。

3 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の

内容等について周知しなければならない。

4 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要

に応じて安全計画の変更を行うものとする。

(自動車を運行する場合の所在の確認)

第7条の3 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、

取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を

運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の

利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用

乳幼児の所在を確認しなければならない。
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2 家庭的保育事業者等(居宅訪問型保育事業所を除く。)は、利用乳幼

児の送迎を目的とした自動車(運転者席及びこれと並列の座席並び

にこれらより1つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有し

ないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児

の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。)を日常的に

運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の

見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の

確認(利用乳幼児の降車の際に限る。)を行わなければならない。

(他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準) (他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準)

第10条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときは、必要に応じ当該家庭的保育事業所等の設備及び職員の一

部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねる

ことができる。ただし、保育室及び各事業所に特有の設備並びに利

用乳幼児の保育に直接従事する職員については、この限りでない。

第10条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときは、その行う保育に支障がない場合に限り、必要に応じ当該

家庭的保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設置する他の

社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることができる。

(懲戒に係る権限の濫用禁止)

第13条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し法第47条第3項の

規定により懲戒に関しその利用乳幼児の福祉のために必要な措置

を採るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用

してはならない。

第13条 削除

(衛生管理等) (衛生管理等)

第14条 省略 第14条 省略

2 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。

2 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めな
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ければならない。

3～5 省略 3～5 省略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、第13条の改

正規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第7条の3第2項の規定の適用については、家庭的保育事

業者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に

運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーその他

の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この項におい

て「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることにつ

き困難な事情があるときは、令和6年3月31日までの間、当該自動車

にブザー等を備えないことができる。この場合において、利用乳幼

児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業

者等は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の

確認を行わなければならない。
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斜里町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め
る条例の一部を改正する条例について

１．条例改正の理由

放課後児童健全育成事業の基準については、厚生労働省令に基づき市町村が条例で定める

こととされているが、この度、国の放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準が

改正されたことから、国の基準に基づき「斜里町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例」の一部を改正する。

２．改正条例

斜里町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 26 年条例

第 20号）

３．改正内容

（１）安全計画の策定等の義務化

安全計画の策定及び職員研修や訓練の定期的実施等の義務化

（２）自動車を運行する場合の所在の確認

安全確保を目的とするバス利用の際の利用者の所在の確認の義務化

（３）業務継続計画の策定の努力義務化

感染症や非常災害時の業務継続計画及び職員研修や訓練の定期的実施等の努力義務化

（４）感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に必要な措置の明確化

感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための職員研修・訓練実施の努力義務化

４．施行期日及び経過措置

令和5年4月1日から施行する。

（経過措置）

改定後の第 6 条の 2の業務継続計画の策定等に関しては、令和 6年 3月 31 日まで経過措置を

設ける。

資料３
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議案第７８号

斜里町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について

このことについて、別紙のとおり改正する。

令和５年３月８日提出

斜里町長 馬 場 隆



斜里町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

斜里町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年条例第２０号）の一部を次のように改正する。

第６条の次に次の２条を加える。

（安全計画の策定等）

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るため、放課

後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所の設備の安全点検、

職員、利用者等に対する事業所外での活動、取組等を含めた放課後児童健全育成

事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓

練その他放課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計画

（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必

要な措置を講じなければならない。

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知するととも

に、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連携が

図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しな

ければならない。

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じ

て安全計画の変更を行うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、取組等の

ための移動その他の利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者の乗

車及び降車の際に、点呼その他の利用者の所在を確実に把握することができる方

法により、利用者の所在を確認しなければならない。

第１２条の次に次の１条を加える。

（業務継続計画の策定等）

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条
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において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。

第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒

の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施する」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の第６条の２の

規定の適用については、同条第１項中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう

努めなければ」と、同条第２項中「実施しなければ」とあるのは「実施するよう

努めなければ」と、同条第３項中「周知しなければ」とあるのは「周知するよう

努めなければ」とする。
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斜里町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表

改正前 改正後

(安全計画の策定等)

第6条の2 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図る

ため、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成

事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での活

動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日

常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放課

後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計画

(以下この条において「安全計画」という。)を策定し、当該安全計

画に従い必要な措置を講じなければならない。

2 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周

知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。

3 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組

の内容等について周知しなければならない。

4 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。

(自動車を運行する場合の所在の確認)

第6条の3 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運

行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者

の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を

確認しなければならない。
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(業務継続計画の策定等)

第12条の2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業

所ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支

援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画(以下この条において「業務継続計画」とい

う。)を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。

2 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画につい

て周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう

努めなければならない。

3 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとす

る。

(衛生管理等) (衛生管理等)

第13条 省略 第13条 省略

2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所におい

て感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。

2 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所におい

て感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対

し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する

よう努めなければならない。

3 省略 3 省略

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和5年4月1日から施行する。

（経過措置）
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2 この条例の施行の日から令和6年3月31日までの間、改正後の第6

条の2の規定の適用については、同条第1項中「講じなければ」とあ

るのは「講ずるよう努めなければ」と、同条第2項中「実施しなけ

れば」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、同条第3項中

「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」とす

る。
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【住民生活課】

（歳 入） ［単位：千円］

款 項 目 補 正 額

14 国庫支出金 1 国庫負担金 1 民生費負担金 749 ・国民健康保険基盤安定負担金追加 791

・国民健康保険未就学児均等割保険料負担金更正 △ 42

15 道支出金 1 道負担金 1 民生費負担金 49 ・養育医療給付事業負担金追加 66

・国民健康保険基盤安定負担金追加 2,479

・後期高齢者医療保険基盤安定負担金更正 △ 2,475

・国民健康保険未就学児均等割保険料負担金更正 △ 21

2 道補助金 3 衛生費補助金 △ 1,322 ・乳幼児医療費補助金 △ 1,322

20 諸収入 4 雑入 4 雑入 139 ・養育医療費徴収金追加 139

計 △ 385

説 明

令和４年度 斜里町一般会計補正予算 説明資料

資料４
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（歳 出） ［単位：千円］

国庫支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

2 総務費 1 総務管理費 14 まち・ひと・し △ 1,100 住み続けたいまちづくり地域創生戦略事業費 △ 1,100

ごと創生総合戦略 ・斜里町地域公共交通活性化協議会負担金更正 △ 1,100

事業費

△ 1,900 協働によるまちづくり推進事業費 △ 1,900

・まちづくり推進補助金更正 △ 1,900

3 戸籍住民登録費 1 戸籍住民登録費 △ 5,199 戸籍住民登録一般事業費 △ 5,199

・報酬更正 △ 1,190

・期末手当更正 △ 100

・社会保険料等更正 △ 190

・会計年度任用職員費用弁償更正 △ 44

・職員旅費更正 △ 254

・委託料更正 △ 3,421

3 民生費 1 社会福祉費 8 医療保険費 △ 4,052 北海道医療給付事業費 749 △ 1,273 139 △ 3,667

・乳幼児医療費扶助費更正 △ 4,000

・養育医療費扶助費更正 400

・国民健康保険事業特別会計繰出金更正 2,957

・後期高齢者医療特別会計繰出金更正 △ 3,409

計 △ 12,251 749 △ 1,273 139 △ 11,866

他会計繰出事業

財 源 内 訳
項 目款 補 正 額 説 明

16 住民活動推進事
業費
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【地域福祉課】

（歳 入） ［単位：千円］

款 項 目 補 正 額

14 国庫支出金 1 国庫負担金 1 民生費負担金 3,613 ・障害者医療費負担金更正 △ 100

・障害者自立支援給付費負担金追加 300

・障害児入所給付費等負担金追加 3,413

2 国庫補助金 1 総務費補助金 △ 14,168 ・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業補助金更正 △ 14,168

14 道支出金 1 道負担金 1 民生費負担金 1,807 ・障害者医療費負担金（育成医療・更生医療分）更正 △ 50

・障害者等自立支援給付費負担金（サービス等）追加 150

・障害児入所給付費等負担金追加 1,707

20 諸収入 4 雑入 4 雑入 △ 1,401 ・移送サービス利用者負担金更正 △ 96

・介護職員初任者研修受講料更正 △ 405

・介護保険低所得者負担軽減助成金返戻金更正 △ 900

21 町債 1 町債 1 総務債 1,700 ・低公害車購入事業債追加 1,700

計 △ 8,449

令和４年度 一般会計補正予算

説 明

資料５
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（歳 出） ［単位：千円］

国道支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

2 総務費 1 総務管理費 14 まち・ひと・しごと △ 198 住み続けたいまちづくり地域創造戦略事業費 △ 198 -405 207

創生総合戦略事業費 ・介護職員初任者研修開催事業委託料更正 -198

26 新型コロナ △ 16,148 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費 △ 14,168 △ 14,168 0

ウイルス感染症 ・事務員（一般）報酬更正 △ 562

対策事業費 ・看護師報酬更正 △ 1,980

・時間外勤務手当更正 △ 951

・職員旅費更正 △ 247

・会計年度任用職員費用弁償更正 △ 398

・印刷製本費更正 △ 2,332

・通信運搬費更正 △ 779

・タクシー運行業務委託料更正 △ 924

・接種券通知業務委託料更正 △ 330

・健康管理システム改修業務委託料更正 △ 2,508

・予約管理システム導入業務委託料更正 △ 1,782

・データ標準レイアウト改版対応業務委託料更正 △ 1,375

小 計 △ 16,148 △ 14,168 0 0 0

款 項 目 補 正 額 説 明
財 源 内 訳
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（歳 出） ［単位：千円］

国道支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

3 民生費 1 社会福祉費 1 社会福祉管理費 △ 322 福祉団体活動推進事業費 △ 322 △ 322

・斜里町戦没者追悼式実行委員会負担金更正 △ 106

・高齢者等社会参加促進助成金更正 △ 18

・斜里町社会福祉協議会助成金更正 △ 178

・斜里町赤十字奉仕団助成金更正 △ 20

2 心身障害者及び 6,235 心身障害者等対策事業費 △ 686 △ 686

母子特別対策費 ・腎機能障害者通院交通費扶助費更正 △ 300

・重度心身障害者交通費扶助費更正 △ 300

・重度心身障害者援護資金扶助費更正 △ 36

・子ども通園センター通園費扶助費更正 △ 50

障害者地域生活支援事業費 △ 305 △ 305

・コミュニケーション支援事業委託料更正 △ 80

・日中一時支援扶助費更正 △ 225

総合支援給付事業費 7,226 3,613 1,807 1,806

・特例介護給付等給付費扶助費更正 △ 1,000

・育成医療給付扶助費更正 △ 200

・計画相談支援扶助費追加 1,600

・障害児施設措置費扶助費更正 6,826

款 項 目 補 正 額 説 明
財 源 内 訳
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（歳 出） ［単位：千円］

国道支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

5 老人福祉費 △ 10,586 高齢者福祉推進事業費 △ 175 △ 175

・地域交流敬老事業助成金更正 △ 175

ｳﾄﾛﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ機械浴整備事業費 △ 171 △ 171

・工事請負費更正 △ 171

地域おこし協力隊事業費 △ 1,449 △ 1,449

・地域おこし協力隊員報酬更正 △ 887

・職員旅費更正 △ 280

・燃料費更正 △ 282

介護保険事業特別会計繰出事業費 △ 8,791 △ 900 △ 7,891

・介護保険事業特別会計繰出金更正 △ 8,791

保険事業勘定更正 △8,791

6 在宅福祉推進費 △ 1,335 高齢者生活支援事業費 △ 4,266 △ 4,266

・移送サービス事業委託料更正 △ 321

・介護保険低所得利用者負担金軽減助成金更正 △ 2,058

・介護用品支給事業（入院）助成金更正 △ 595

・介護用品支給事業（在宅）助成金更正 △ 1,383

・移送サービス利用者助成金追加 91

認知症高齢者支援事業費 2,931 1,700 1,231

・福祉車両購入費更正 △ 455

・低公害車購入費追加 3,386

小 計 △ 6,008 3,613 1,807 800 △ 12,228

財 源 内 訳
款 項 目 補 正 額 説 明
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【健康子育て課】

（歳 入） ［単位：千円］

款 項 目 補 正 額

14 国庫支出金 2 国庫補助金 3 衛生費補助金 △ 445 ・特定感染症検査等事業費補助金更正 △ 445

21町債 1町債 1総務債 2,900 ・低公害車購入事業更生 2,900

計 2,455

（歳 出） ［単位：千円］

国道支出金 道支出金 起 債 一般財源

4 衛生費 1 保健衛生費 3 保健対策推進 △ 1,859 成人保健事業費 △ 1,859 △ 1,859

事業費 ・基本健康診査委託料更正 △ 103

・胃がん検診委託料更正 △ 290

・子宮頸がん検診委託料更正 △ 782

・乳がん検診委託料更正 △ 302

・大腸がん検診委託料更正 △ 277

・結核・肺がん検診委託料更正 △ 105

令和４年度 一般会計補正予算

説 明

款 項 目 補 正 額 説 明
財 源 内 訳

資料６
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国道支出金 道支出金 起 債 一般財源

4 予防費 △ 9,787 感染症予防事業 △ 9,787 △ 445 △ 9,342

・予防接種委託料更正 △ 5,389

・風しん抗体検査委託料更正 △ 337

・風しん予防接種委託料更正 △ 125

・健康管理システム改修委託料更正 △ 535

・HPV感染症予防接種委託料更正 △ 3,401

5 母子保健対策費 1,453 母子保健対策事業費 1,453 2,900 △ 1,447

・保健師報酬 △ 107

・妊婦健診委託料 △ 1,718

・脱臼検診委託料 △ 120

・妊婦健診助成金 △ 127

・産後ケア委託料 111

・備品購入費（3歳児健診視力検査用機
器）

△ 107

・手数料（低公害車購入事業） 157

・保険料（低公害車購入事業） 55

・備品購入費（低公害車購入事業） 3,301

・自動車重量税（低公害車購入事業） 8

6 精神保健対策費 △ 174 精神保健対策事業 △ 174 △ 174

・精神障がい者社会適応訓練扶助費更正 △ 174

小 計 △ 10,367 △ 445 0 2,900 △ 12,822

財 源 内 訳
款 項 目 補 正 額 説 明
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【児童育成課】

（歳 入） ［単位：千円］

款 項 目 補 正 額

13 使用料及び
手数料

1 使用料 2 民生費使用料

△ 2,110 △ 2,110 △ 2,110

1 国庫負担金 1 民生費負担金

△ 12,564 ・児童手当負担金更正 △ 12,564

△ 5,057

・子ども・子育て支援交付金更正
放課後児童健全育成事業分
乳児家庭全戸訪問事業分
養育支援訪問事業分
子育て援助活動支援事業分

△5,063
△1

4
3

△ 5,057

△ 1,313
・子どものための教育・保育給付交付金更正

施設型給付分
地域型保育給付分

4,644
△5,957

△ 1,313

△ 1,186 △1,000
△186

△ 1,186

1 道負担金 1 民生費負担金

△ 2,756 ・児童手当負担金更正 △ 2,756

2 道補助金 2 民生費補助金

△ 5,057

・子ども・子育て支援交付金更正
放課後児童健全育成事業分
乳児家庭全戸訪問事業分
養育支援訪問事業分
子育て援助活動支援事業分

△5,063
△1

4
3

△ 5,057

令和4年度一般会計補正予算 説明資料

説 明

・保育園・保育所保育料更正
常設保育園分

・子育て世帯生活支援特別給付金事業費補助金更正
事業費分
事務費分

14 国庫支出金

15 道支出金

2 国庫補助
金

2 民生費補助金

資料７
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款 項 目 補 正 額

1,288

・保育料軽減支援事業費補助金追加
常設保育園分
へき地保育所分
認定こども園分

936
△450

802

1,288

△ 126
・子どものための教育・保育給付交付金更正

施設型給付分
地域型保育給付分

2,570
△2,696

△ 126

△ 400
△400

△ 400

20 諸収入 4 雑入 5 雑入

721 ・保育園・保育所給食費追加 721

計 △ 28,560

説 明

・北海道子育て世帯臨時特別給付金支給事業費補助金更正
事業費分

15 道支出金 2 道補助金 2 民生費補助金
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（歳 出） ［単位：千円］

国道支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

1 総務管理費 △ 3,042 △ 3,042 △ 3,042

支援員報酬更正 △ 2,187

期末手当更正 △ 266

処遇改善手当更正 △ 216

共済組合負担金更正 △ 75

社会保険料等更正 △ 293

職員旅費更正 △ 5

・子育て世帯生活支援特別給付金事業費 △ 2,140 △ 1,186 △ 400 △ 954

消耗品費更正 △ 140

子育て世帯生活支援特別給付金更正 △ 2,000

・北海道子育て世帯臨時特別給付金支給事業費 △ 400

北海道子育て世帯臨時特別給付金更正 △ 400

3 民生費 2 児童福祉費 △ 17,985 ・児童手当支給事業費 △ 12,564 △ 2,756 △ 2,665

児童手当扶助費更正 △ 17,985

△ 41,611 ・保育一般事業費 △ 41,611 936 721 △ 43,268

保育士報酬更正 △ 6,841

保育士給料更正 △ 22,636

寒冷地手当更正 △ 113

時間外勤務手当更正 △ 1,542

通勤手当更正 △ 144

期末手当更正 △ 4,728

処遇改善手当更正 △ 1,080

共済組合負担金更正 △ 4,527

318 ・へき地保育所管理運営事業費 318 △ 5,957 △ 2,697 8,972

時間外勤務手当追加 159

通勤手当追加 51

処遇改善手当追加 108

款 項 目 補 正 額 説 明
財 源 内 訳

3 常設保育園費

4 へき地保育所
費

1 児童福祉管理
費

2 総務費 14 まち・ひ
と・しごと創生
総合戦略事業費

・結婚・子育て地域創造戦略事業費（ウトロ
地域子育て支援拡充事業）

26 新型コロナ
ウイルス感染症
対策事業費

△ 2,540
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国道支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

3 民生費 2 児童福祉費 △ 8,854 ・仲よしクラブ運営事業費 △ 8,495 △ 5,063 △ 5,063 1,272

支援員報酬更正 △ 5,940

期末手当更正 △ 1,023

処遇改善手当更正 △ 597

共済組合負担金更正 △ 475

社会保険料等更正 △ 293

職員旅費更正 △ 167

・児童館管理運営事業費 △ 359

期末手当更正 △ 159

処遇改善手当更正 △ 200

10,072 ・子どものための教育・保育事業費 10,653 4,644 3,373 2,055

教育・保育施設型給付費負担金追加
（認定こども園分）

10,825

教育・保育施設型給付費負担金更正
（広域入所分）

△ 172

・認定こども園第三子以降保育料助成事業費 △ 581

第三子以降保育料助成金更正 △ 581

合計 △ 63,642 △ 20,126 △ 6,607 721 △ 37,630

5 児童育成費

6 子ども・子育
て支援対策費

財 源 内 訳
款 項 目 補 正 額 説 明
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現行予算額 補正後予算額 比 較 現行予算額 補正後予算額 比 較

388,296 382,287 △ 6,009 12,848 12,278 △ 570

923 3,499 2,576 626 626 0

126,293 124,822 △ 1,471 1,169 1,169 0

342 1,228 886 234 234 0

54,456 53,847 △ 609 14,877 14,307 △ 570

92 337 245 877,140 933,450 56,310

570,402 566,020 △ 4,382 6,784 4,819 △ 1,965

1,011,949 1,077,800 65,851 883,924 938,269 54,345

50,660 49,383 △ 1,277 116,500 128,808 12,308

1,062,609 1,127,183 64,574 300 200 △ 100

1 1 0 200 200 0

1,062,610 1,127,184 64,574 117,000 129,208 12,208

87,389 90,346 2,957 1,000,924 1,067,477 66,553

33,100 35,182 2,082 8,405 7,565 △ 840

120,489 125,528 5,039 720 810 90

1,715 1,715 0 1,000 1,000 0

893 893 0 10,125 9,375 △ 750

1,756,109 1,821,340 65,231 2,100 2,148 48

1,013,149 1,079,000 65,851

475,438 475,438 0

148,610 148,610 0

59,722 59,722 0

683,770 683,770 0

1 1 0

1 1 0

22,512 20,066 △ 2,446

2,806 2,806 0

275 2,936 2,661

12,523 12,258 △ 265

5,195 5,195 0

17,718 17,453 △ 265

1,000 1,000 0

1,756,109 1,821,340 65,231

補
助
金

繰 越 金

その他の収入

共同事業拠出金

財政安定化基金拠出金

特定健康診査等事業費

保健事業費

積 立 金

病院事業会計繰出金

諸支出金

計

予 備 費

償 還 金

事
業
費
納
付
金

歳 出 合 計

保
険
料

滞納繰越介護納付金

総
務
費

計

高額療養費

計

道
支
出
金

介護納付金分

計

傷病手当金

高額介護合算療養費

移 送 費

小 計

一般被保険者医療分

一般被保険者後期支援金分

繰 入 金

備 考

運営協議会費

備 考

基金繰入金

計

徴収事業費

療養給付費

現年度介護納付金

普通交付金

特別交付金

現年度 保険料

出産育児一時金

計

滞納繰越保険料

後期高齢者支援金

葬 祭 費

小 計

一般会計

計

財政安定化基金交付金

審査支払手数料

そ
の
他

小 計

（単位：千円）

歳 入

滞納繰越後期高齢者支援金

歳 出

科 目科 目

一般管理費

令和４年度 斜里町国民健康保険事業特別会計３月補正予算（総括表）

歳 入 合 計

計

一般分

一
般
分

賦課事業費

保
険
給
付
費

療 養 費

計

資料８
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（歳入） ［単位：千円］

款 項 目 補 正 額

1 国民健康保険料 1 国民健康保険料 1 一般被保険者国民 △ 4,382
健康保険料

3 道支出金 1 道補助金 1 保険給付費等 ・普通交付金追加 65,851

交付金 ・特別調整交付金更正 △ 1,277

5 繰入金 1 繰入金 1 繰入金 5,039

・国民健康保険基金繰入金追加 2,082

計 65,231

886

・介護納付金分（滞納繰越）追加

64,574

・一般会計繰入金追加 2,957

令和４年度 国民健康保険事業特別会計 補正予算 説明資料

・後期高齢者支援分（現年度）更正

・介護納付金分（現年度）更正 △ 609

245

・医療給付費分（現年度）更正

説 明

△ 6,009

△ 1,471

2,576・医療給付費分（滞納繰越）追加

・後期高齢者支援分（滞納繰越）追加
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（歳出） ［単位：千円］

国庫支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

1 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費 △ 570 ・委託料更正 △ 570 △ 570

2 保険給付費 1 療養諸費 1 一般被保険者療養給付費 56,310 ・一般被保険者療養給付費追加 56,310 56,310

1 一般被保険者療養費 △ 1,965 ・一般被保険者療養費更正 △ 1,965 △ 1,965

3 審査支払手数料 48 ・審査支払手数料追加 48 48

2 高額療養費
1 一般被保険者高額療養費 12,308 ・一般被保険者高額療養費追加 12,308 12,308

3 一般被保険者高額
介護合算療養費

△ 100 ・一般被保険者高額介護合算療養費更正 △ 100 △ 100

4 出産育児諸費 1 出産育児一時金給付
費

△ 840 ・出産育児一時金更正 △ 840 △ 840

5 葬祭諸費
1 葬祭費 90 ・葬祭費追加 90 90

6 保健事業費 1 保健事業費 1 特定健康診査等事業費 △ 2,446 ・特定健康診査業務委託料更正 △ 1,198 △ 2,446

・人間ドック助成金更正 △ 748

・報償費更正 △ 500

7 積立金 1 積立金 1 積立金 2,661 ・国民健康保険基金積立金 2,661 2,661

8 諸支出金 1 繰出金 1 病院事業会計繰出金 △ 265 ・病院事業会計繰出金追加 △ 265 △ 265

計 65,231 65,586 △ 355

補 正 額
財 源 内 訳

説 明項 目款
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（単位：千円）

現行予算額 補正額 補正後予算額 現行予算額 補正額 補正後予算額

221,235 1,035 222,270 8,086 0 8,086

15,864 3,802 19,666 533 0 533

237,099 4,837 241,936 5,713 0 5,713

175 0 175 198 0 198

237,274 4,837 242,111 14,530 0 14,530

215,321 △ 14,909 200,412 159,834 △ 12,506 147,328

74,779 △ 11,151 63,628 470,296 △ 10,594 459,702

2,664 △ 55 2,609 403,935 △ 32,349 371,586

0 30 30 1,749 0 1,749

8,481 △ 177 8,304 2,132 0 2,132

14,432 △ 392 14,040 28,177 △ 2,383 25,794

1,909 381 2,290 1,066,123 △ 57,832 1,008,291

1,778 409 2,187 17,577 △ 5,632 11,945

338 0 338 7,271 △ 3,663 3,608

319,702 △ 25,864 293,838 1,325 0 1,325

171,670 △ 11,947 159,723 2,580 0 2,580

0 0 0 5,050 △ 757 4,293

5,300 △ 110 5,190 33,803 △ 10,052 23,751

7,216 △ 196 7,020 審査支払手数料 826 0 826

184,186 △ 12,253 171,933 高額介護サービス費 32,614 △ 4,293 28,321

321,501 △ 22,311 299,190 高額医療合算介護サービス費 6,250 △ 1,300 4,950

0 0 0 特定入所者介護サービス費 51,128 △ 9,157 41,971

11,449 △ 238 11,211 1,190,744 △ 82,634 1,108,110

0 0 0 介護予防・日常生活支援総合事業 42,711 △ 885 41,826

332,950 △ 22,549 310,401 包括的支援推進事業費 42,324 △ 1,020 41,304

148,843 △ 8,485 140,358 85,035 △ 1,905 83,130

14,172 0 14,172 介護給付費準備基金積立金 35,917 20 35,937

17,870 0 17,870 1,909 0 1,909

5,300 △ 110 5,190 510 0 510

7,216 △ 196 7,020 42,159 0 42,159

193,401 △ 8,791 184,610 80,495 20 80,515

20,049 △ 19,919 130

213,450 △ 28,710 184,740

78,046 0 78,046

5,196 20 5,216

1,370,804 △ 84,519 1,286,285 1,370,804 △ 84,519 1,286,285

繰出金

その他支出

保
険
給
付
費

介護予防サービス給付費

介護予防住宅改修費

地域密着型介護サービス給付費

小 計

地
域
支
援
事
業
費

居宅介護サービス等費給付費

住宅改修費

介護予防サービス計画給付費

小 計

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

合 計

小 計

地域密着型介護予防サービス費

歳 入 合 計 歳 出 合 計

繰
入
金 地域支援事業繰入金（包括支援）

小 計

介護給付費準備基金繰入金

地域支援事業繰入金（総合事業）

一
般
会
計
繰
入
金

介護給付費繰入金

小 計

負担金・補助金償還金

交
付
金

支払基金交付金

介護給付費交付金 現年度分

地域支援事業支援交付金 現年度分

繰 越 金

その他の収入

介護給付費交付金 過年度分

合 計

合 計

地域支援事業支援交付金 過年度分

合 計

事務費繰入金

低所得者保険料軽減繰入金

特別調整交付金

国庫負担金 国庫負担金現年度分

道
補
助
金

道
支
出
金

財政安定化基金交付金

介護給付費負担金現年度分

保険者機能強化推進交付金

保険者努力支援交付金

地域支援事業（包括支援）

合 計 小 計

施設介護サービス給付費

介護予防福祉用具購入費

普通調整交付金(総合事業分)

国
庫
補
助
金

地域支援事業（総合事業）

現年度分

特別徴収保険料

総
務
費

総務管理費

国
庫
支
出
金

介護保険事業費補助金

普通徴収保険料

過年度分

地域支援事業（包括支援）

普通徴収保険料

科 目

地域支援事業（総合事業）

居宅介護サービス計画給付費

運営協議会費

道負担金

小 計

徴税費

介護認定事務費

普通調整交付金(介護給付費分)

合 計

令和4年度 斜里町介護保険事業特別会計 保険事業勘定 3月補正予算案 総括表

歳 入
備 考

歳 出
備 考

科 目

福祉用具購入費

介
護
サ
ー
ビ
ス

保
険
料

資料９
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介護保険事業勘定 ［単位：千円］

款 項 目 補 正 額

1 介護保険料 1 介護保険料 1 第1号被保険者介護保険料 4,837 現年度分特別徴収追加 1,035

現年度分普通徴収追加 3,802

3 国庫支出金 1 国庫負担金 1 介護給付費負担金 △ 14,909 介護給付費負担金（現年度分）更正 △ 14,909

2 国庫補助金 1 調整交付金 △ 11,176 普通調整交付金更正 △ 11,206

・介護給付費分更正 △ 11,151

・介護予防・日常生活支援総合事業分更正 △ 55

特別調整交付金追加 30

2 地域支援事業交付金 △ 569 地域支援事業交付金（現年度分）更正 △ 569

△ 177

・包括的支援事業更正 △ 392

4 保険者機能強化推進交付金 381 保険者機能強化推進交付金追加 381

5 介護保険保険者努力支援交付金 409 介護保険保険者努力支援交付金追加 409

4 支払基金交付金 1 支払基金交付金 1 介護給付費交付金 △ 22,311 介護給付費交付金更正 △ 22,311

2 地域支援事業支援交付金 △ 238 地域支援事業支援交付金更正 △ 238

△ 238

5 道支出金 1 道負担金 1 介護給付費負担金 △ 11,947 介護給付費負担金更正 △ 11,947

2 地域支援事業交付金 △ 306 地域支援事業交付金（現年度分）更正 △ 306

△ 110

・包括的支援事業更正 △ 196

6 財産収入 1 財産運用収入 1 利子及び配当金 20 利子及び配当金追加 20

20

7 繰入金 1 繰入金 1 繰入金 △ 28,710 一般会計繰入金 △ 8,791

△ 8,485

△ 110

△ 196

基金繰入金 △ 19,919

・介護給付費準備基金更正 △ 19,919

計 △ 84,519

・介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防分）更正

・介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防分）更正

令和４年度 介護保険事業特別会計補正予算説明資料（歳入）

説 明

・介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防分）更正

・介護給付費準備基金利子追加

・包括的支援事業分更正

・介護給付費繰入金更正

・介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防分）更正

- 2 -



介護保険事業勘定 ［単位：千円］

国道支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

2 保険給付費 1 介護サービス等諸費 1 居宅介護サービス等給付費 △ 12,506 居宅介護サービス給付費追加 △ 12,506 △ 4,078 △ 1,563 △ 6,050 △ 815

2 地域密着型介護サービス給付費 △ 10,594 地域密着型介護サービス費更正 △ 10,594 △ 5,258 △ 1,324 △ 10,725 6,713

3 施設介護サービス給付費 △ 32,349 施設介護サービス給付費更正 △ 32,349 △ 8,882 △ 5,661 △ 15,491 △ 2,315

6 居宅介護サービス計画給付費 △ 2,383 居宅介護サービス計画給付費追加 △ 2,383 △ 765 △ 298 △ 1,115 △ 205

1 介護予防サービス給付費 △ 5,632 介護予防サービス給付費更正 △ 5,632 △ 1,544 △ 704 △ 1,815 △ 1,569

2 地域密着型介護予防サービス費 △ 3,663 地域密着型介護予防サービス費更正 △ 3,663 △ 983 △ 458 △ 1,111 △ 1,111

5 介護予防サービス計画給付費 △ 757 介護予防サービス計画給付費更正 △ 757 △ 221 △ 94 △ 288 △ 154

2 保険給付費 4 高額介護サービス費 1 高額介護サービス費 △ 4,293 高額介護サービス費更正 △ 4,293 △ 1,281 △ 537 △ 1,705 △ 770

5 高額医療合算介護サービス等費 1 高額医療合算介護サービス費 △ 1,300 高額医療合算介護サービス費更正 △ 1,300 △ 368 △ 162 △ 455 △ 315

6 特定入所者介護サービス等費 1 特定入所者介護サービス費 △ 9,157 特定入所者介護サービス費更正 △ 9,157 △ 2,632 △ 1,144 △ 3,329 △ 2,052

3 地域支援事業費 2 一般介護予防事業費 △ 885 介護予防・生活支援サービス事業 △ 885 149 △ 110 △ 238 △ 686

・健幸ポイント発行手数料更正 △ 542

・地域リハビリ活動支援委託料更正 △ 343

3 地域支援事業費 2 包括的支援事業費 1 包括的支援推進事業費 △ 1,020 包括的支援推進事業費 △ 1,020 △ 392 △ 196 0 △ 432

・食の自立支援業務委託料更正 △ 582

・緊急通報ｼｽﾃﾑ受診業務等委託料更正 △ 288

・グループホーム家賃等助成金更正 △ 150

4 積立金 1 積立金 1 積立金 20 基金積立事業費 20 0 0 20 0

・介護給付費準備基金利子追加 20

計 △ 84,519 △ 26,255 △ 12,251 △ 42,302 △ 3,711

1 介護予防・日
常生活支援総合事
業費

目 補 正 額

2 介護予防サービ
ス等諸費

令和４年度 介護保険事業特別会計補正予算説明資料（歳出）

款 項
財 源 内 訳

説 明
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補正前予算額 補正後予算額 比較 備考 補正前予算額 補正後予算額 比較 備考

特 徴 79,904 80,366 462 5,564 5,454 △ 110

普 徴 52,737 57,588 4,851 319 319 0

滞 繰 分 普 徴 1 49 48
広 域 連 合
納 付 金

183,918 185,980 2,062

132,642 138,003 5,361 諸 支 出 金 500 500 0

手 数 料 8 8 0

国庫支出金 0 0 0

500 500 0

839 839 0

6,730 6,620 △ 110

46,553 43,254 △ 3,299

53,283 49,874 △ 3,409

繰 越 金 170 170 0

1 1 0

500 500 0

2,356 2,356 0

1 1 0

1 1 0

2,859 2,859 0

190,301 192,253 1,952 190,301 192,253 1,952

令和４年度 後期高齢者医療特別会計 3月補正予算総括表
(単位：千円）

歳 入 歳 出

科 目 科 目

後期高齢者
医療保険料

現 年 分 総 務 費
総 務 管 理 費

徴 収 費

広 域 連 合 納 付 金

小 計 償還金及び還付加算金

小 計

督 促 手 数 料

国 庫 支 出 金

広域連合
支出金

広 域 連 合 交 付 金
（ 受 診 率 向 上 ）
広 域 連 合 交 付 金
（ 特 別 調 整 交 付 金 ）

繰入金

一般会計繰入金（事務費）

一般会計繰入金（基盤安定）

小 計

合 計 合 計

繰 越 金

諸収入

延 滞 金

保 険 料 還 付 金

受 託 事 業 収 入

滞 納 処 分 費

雑 収 入

資料１０
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（歳入） ［単位：千円］

款 項 目 補 正 額

1 後期高齢者医療
保険料

1 後期高齢者医療
保険料

1 特別徴収保険料 462 ・現年度分保険料追加 462

2 普通徴収保険料 4,899 ・現年度分保険料追加 4,851

・滞納繰越分保険料追加 48

4 繰入金 1 一般会計繰入金 1 一般会計繰入金 △ 3,409 ・事務費繰入金更正

計 1,952

（歳出） ［単位：千円］

国庫支出金 道支出金 そ の 他 一般財源

1 総務費 1 総務管理費 1 一般管理費 △ 110 ・職員旅費更正 △ 110 △ 110

2 後期高齢者医療
広域連合納付金

1 後期高齢者医療
広域連合納付金

1 後期高齢者医療広域
連合納付金

2,062 ・保険料納付金追加 5,361 5,361

・基盤安定負担金更正 △ 3,299 △ 3,299

計 1,952 0 5,251

説 明

△ 110

財 源 内 訳
説 明

令和４年度 後期高齢者医療特別会計 補正予算 説明資料

項 目款 補 正 額

・保険基盤安定繰入金更正 △ 3,299
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【追加】 （単位：千円）

備 考

1,721

3,386

低 公 害 車 （ 福 祉 車 両 ） 購 入 事 業 3,386

3,521

低 公 害 車 （ 訪 問 等 ） 購 入 事 業 3,521

4,026

低 公 害 車 （ 食 材 運 搬 等 ） 購 入 事 業 4,026

項 事 業 名 金 額

学 校 給 食 配 送 事 業

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス ワ ク チ ン 接 種 体 制 確 保 事 業

1 保 健 衛 生 費
母 子 保 健 対 策 事 業

1 総 務 管 理 費

1

繰越明許費補正

款

2 総 務 費

社 会 福 祉 費
認 知 症 高 齢 者 支 援 事 業

10 教 育 費 5 保 健 体 育 費

3 民 生 費

4 衛 生 費

資料１１
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債務負担行為補正

【追加】 （単位：千円）

事 項 期 間 限度額 備 考

斜 里 町 地 域 公 共 交 通 活 性 化 協 議 会
（ 市 街 地 巡 回 バ ス 運 行 事 業 ） 負 担 事 業

令和5年度 5,994

資料１２
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– 1 –

斜里町国民健康保険条例の一部を改正する条例について

１ 条例改正の理由

令和 5 年 4 月 1 日から出産育児一時金の総額が 42 万円から 50 万円に引き上げられることに

対応する。

２ 改正する条例

斜里町国民健康保険条例（昭和 34年条例第 5 号）

３ 主な改正内容

出産育児一時金に係る規定の改正

・変更前（令和 5年 3月まで） 40.8 万円＋産科医療保障制度掛金 1.2 万円 合計 42万円

・変更後（令和 5年 4月以降） 48.8 万円＋産科医療保障制度掛金 1.2 万円 合計 50万円

４ 施行期日

令和 5年 4月 1日

資料１３



– 2 –

議案第８８号

斜里町国民健康保険条例の一部を改正する条例について

このことについて、下記のとおり改正する。

令和５年３月８日提出

斜里町長 馬 場 隆

記

斜里町国民健康保険条例の一部を改正する条例

斜里町国民健康保険条例（昭和 34 年条例第 5 号）の一部を次のように改正する。

第 6条第 1項中、「40.8 万円」を「48.8 万円」に改める。

附 則

この条例は、令和 5 年 4月 1 日から施行する。



– 3 –

斜里町国民健康保険条例新旧対照表

改正前 改正後

(出産育児一時金) (出産育児一時金)

第6条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世

帯主に対し、出産育児一時金として40.8万円を支給する。ただし、

町長が健康保険法施行令(大正15年勅令第243号)第36条の規定を勘

案し、必要があると認めるときは、規則で定めるところにより、こ

れに3万円を上限として加算するものとする。

第6条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世

帯主に対し、出産育児一時金として48.8万円を支給する。ただし、

町長が健康保険法施行令(大正15年勅令第243号)第36条の規定を勘

案し、必要があると認めるときは、規則で定めるところにより、こ

れに3万円を上限として加算するものとする。

2 省略 2 省略

附 則

この条例は、令和5年4月1日から施行する。



【まち・ひと・しごと創生総合戦略事業】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

14. ○ 16,180 16,180

【総 務 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

16. ○ 11,584 11,584

○ 324 324

○ 3,000 3,000協 働 に よ る
ま ち づ く り
推 進 事 業 費

協働によるまちづくり推進事業

町民との協働によるまちづくりを推進するため、地域
コミュニティ活動の中心となる自治会及び自治会連合
会が実施するハード事業及びソフト事業に対して助成
を行う。

JR釧網本線維持活性化沿線協議会負担事業

JR釧網本線維持活性化沿線協議会の構成自治体におけ
る負担金。

住 民 活 動
推 進 費

住 民 交 通 機 関
助 成 事 業 費

不採算バス路線維持確保助成事業

斜里網走間のバス路線維持に要する費用について助成
を行う。また、ウトロから斜里高校通学者に係るバス
路線維持に要する費用について助成を行う。

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
備考款項目 事 業 費 名 事業の目的・概要

2款1項
まち･ひと･
しごと創生
総 合 戦 略
事 業 費

住 み 続 け た い
ま ち づ く り を
目指す地域創造
戦 略 事 業 費

地域公共交通活性化事業

住民生活に必要な公共交通の確保について「斜里町地
域公共交通活性化協議会」にて協議・検討しながら公
共交通事業を実施するために必要な経費を負担する。

予算額
財 源 内 訳

備考

令和５年度 主な投資的事業一覧表

款項目 事 業 費 名 事業の目的・概要
新・継区分

資料１４
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－ 12 －

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
備考款項目 事 業 費 名 事業の目的・概要

18. 街灯施設費 ○ 11,781 11,781

2款3項
1. 〇 2,500 2,500戸 籍 住 民

登 録 費
戸 籍 住 民 登 録
一 般 事 業 費

個人番号カード交付推進事業

安心安全で利便性の高いデジタル社会の実現と公平で
効率的な行政運営を目指し、その基盤となるマイナン
バーカードの更なる普及促進を図るため交付体制を維
持する。

公 設 街 路 灯 等
LED 化 事 業 費

公設街路灯等ＬＥＤ化事業

低炭素化社会の実現と財政負担の軽減を図るため、平
成28年度に実施した公設街路灯LED化に伴うリース事業
の経費。
・リース期間：平成28年度～令和8年度

- 2 -
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地域公共交通活性化事業

１．事業目的

地域内の住民生活に必要なバス及びハイヤー等の交通手段の安定的な確保に取り組み、地域内の公共交通の安定した効率的な利用を進めることとして

「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づき、事業者及び利用者のほか、関係機関で構成する「斜里町地域公共交通活性化協議会」において

検討、協議を進めることにより事業の推進を図る。

２．事業内容

(１) 路線バス利用料金助成事業（ウトロ～斜里市街地）

(２) ハイヤー利用料金助成事業（郡部～斜里市街地 及び ウトロ地域内）

(３) 市街地巡回バス運行事業（斜里市街地）

※(１)～ (２)の助成対象は 70 歳以上で免許証を所持していない対象地域の町民に対して、配布枚数は 4 枚/月、年間では 48 枚とし、追加申請により 24

枚を追加して最大 72 枚とする。

※冬期間の交通安全の確保のため、12 月から 3月までの 4か月間は、運転免許証を所持している 70 歳以上の町民も対象とする。

なお、この場合も配布枚数は 4 枚/月とする。

３．事業費

区 分 事 業 費 備 考

事 務 費 10 千円 職員旅費

負 担 金 16,170 千円 斜里町地域公共交通活性化協議会負担金

・事業費（委員報酬及び費用弁償含む） 731 千円

・市街地巡回バス運行事業費 5,994 千円

・路線バス及びハイヤー利用料金助成事業費等 9,445 千円

合 計 16,180 千円

主な内容
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協働によるまちづくり推進事業

１．事業目的

自治会役員・会員の高齢化や担い手不足などが進み、地域課題の解決がより困難となる中、地域の自治活動を持続的に進めるためには、自治会及

び連合会が活動しやすくなるような環境を整える必要がある。このため、既存の自治会支援制度(自治会活動振興事業)を「協働によるまちづくり推

進事業」へ統合し、自治会活性化のためのハード事業及びソフト事業を総合的に行うことができる事業として制度を見直し拡充を図る。

２．事業内容

区 分 補助率 限度額 助成回数 事業内容

ハー ド

事 業
自治会活動振興事業 1/2 250 千円 単年度毎 ・環境整備及び施設の軽微な補修に要する経費

ソフト

事 業

交流拡大事業 1/2 200 千円 単年度毎
・子どもから高齢者までが交流するために実施する事業

・美化活動、学術、芸術、スポーツ交流など

特定重点事業 10/10 300 千円 交付年数：3 年

・防災減災に係る活動、健康づくりに係る活動

・地域づくりの担い手となる人材育成や自治会組織の機能強化を図るな

ど、地域力向上に係る活動

フォローアップ事業 1/2 200 千円 単年度毎
・特定重点事業に係る補助金を既に３年間受けた自治団体で、交付対象

となる事業を継続するもの（その活動が他の模範になること）

旧制度事業継続分 ― ― ― ・交流拡大事業（ふれあい交流）1 件：200 千円

※同一のソフト事業に 2以上の自治会で申請する場合、1自治会増えるごとに 50 千円を上限額に加算する。

３．事業期間 令和 5 年度 ～ 令和 6 年度(時限制により見直し)

４．事 業 費 3,000 千円(①ハード事業：1,000 千円 ②ソフト事業：1,800 千円 ③旧制度事業継続分：200 千円)



【まち・ひと・しごと創生総合戦略事業】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

14. 介護従事者マンパワー確保事業 ○ 3,035 1,188 1,847
介 護 職 員
初任者研修
受 講 料

【民 生 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

3款1項 〇 500 500
1.

2. 〇 3,713 928 649 2,136

〇 404 101 71 232

4. 〇 3,623 3,623

2款1項

令和５年度 主な投資的事業一覧表

まち･ひと･
しごと創生
総 合 戦 略
事 業 費

結 婚 ・ 子 育 て
地 域 創 造
戦 略 事 業 費 介護・障がい福祉職場のマンパワー確保のため、キャ

リアアップの支援、技術の向上、離職防止、介護のイ
メージアップを総合的に推進する。

事業の目的・概要
新・継区分

予算額
財 源 内 訳

備考款項目 事 業 費 名

障がい講演会事業

障がいのある人もない人も、ともにこの斜里町で暮ら
し、お互いにできることを考えるきっかけづくりの場
として、障がいの理解を広めるため講演会及び相談会
を開催する。

総合保健福祉センター改修事業

障がい児者が住み慣れた地域で安心して暮らしていけ
るよう様々な支援を提供するための「基幹相談支援セ
ンター」を斜網地域自治体（1市4町）を整備区域とし
て共同設置した。法人へ委託を行い、経費は1市4町で
負担する。

事業の目的・概要
新・継区分

予算額
財 源 内 訳

備考款項目

宅食トコっと便事業

18歳未満の子どもがいる世帯や生活困窮世帯等のう
ち、家計が苦しいと感じる家庭に対し、食材を無料で
提供する。食材は「いただきもの」を基本とし、不足
分は購入して賄う。事業は社協が行い、係る経費を助
成する。

事 業 費 名

社 会 福 祉
管 理 費

福 祉 団 体 活 動
推 進 事 業 費

心身障害者
及 び 母 子
特別対策費

障害者地域生活
支 援 事 業 費

基幹相談支援センター運営事業

総 合 保 健
福 祉
センター費

総 合 保 健 福 祉
セ ン タ ー 管 理
運 営 事 業 費 施設機能長寿命化のため、施設・設備の改修・更新を

行う。
・電話交換設備更新工事、玄関ポーチ塗装、

ロードヒーティング不凍液交換

資料１５
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源
事業の目的・概要

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
備考款項目 事 業 費 名

5. 老人福祉費 〇 6,823 6,823

3款1項 〇 9,921 7,000 2,921

5. 老人福祉費 過疎対策
事 業 債

〇 9,201 9,201

6. 〇 14,601 10,950 3,651

〇 9,594 9,594

地域交流敬老事業

重層的支援体制整備事業への移行準備事業

ウトロデイサービス事業運営費助成事業

ウトロ地区の高齢者福祉サービスの確保のため、ウト
ロデイサービス事業の収支不均衡分について、事業者
責任において補えない分を補助する。

自治会内の高齢者の長寿を祝うとともに地域における
世代間の交流を目的とした地域交流敬老事業等を実施
する場合に、75歳以上となる方を対象としてその経費
を助成する。
ただし、令和元年度の対象者については経過措置とし
て引き続き対象とし、令和5年度は74歳以上を対象、
令和6年度に75歳になるまで段階的に引上げとなる。

介護従事者マンパワー計画に基づき「移住希望者を対
象にした新たな働き方の提供」の一環として、斜里福
祉会の就労を中心とした介護支援を担う地域おこし協
力隊の受け入れを行う（2名）。

地域おこし協力隊事業（特別養護老人ホーム分）

高 齢 者 福 祉
推 進 事 業 費

地 域 お こ し
協 力 隊
事 業 費

地域おこし協力隊事業（コミュニティデザイン事業分）

重層的支援体制整備事業における「顕在化されていな
い地域活動」や「地域の困りごと」を発掘し、「地域
活動の見える化」や「人と地域がつながる場づくり」
を行う（2名）。

８０５０世帯や介護と子育てのダブルケア、引きこも
りなど地域住民の抱える福祉的な課題は複雑化・複合
化してきている。地域共生社会の実現に向けて、地域
の幅広い支援関係機関との連携のもと、対象者の属性
を問わず一体的に実施する包括的な支援体制を整備す
る。

デ イ サ ー ビ ス
運営支援事業費

在 宅 福 祉
推 進 費

地 域 お こ し
協 力 隊
事 業 費

包括的相談支援
体制整備事業費

- 2 -
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介護従事者マンパワー確保事業

１．背景

福祉職場の人材不足に伴う介護従事者の疲弊、離職や他職種への転職など様々な要因により、町内の介護事業所での利用者受入れ制限が

繰り返し発生している状況となっており、介護従事者の人材確保は引き続いた課題となっている。また、在宅での介護に限界がある現状から、町

外施設系サービスの利用者は増加傾向にあり、人口流出にもつながっている。

地域共生社会の実現に向けて、福祉職場の深刻な人材不足を改善するため、引き続き福祉職場のマンパワー向上と町民の在宅介護力の向

上を図る必要がある。

２．概要・目的

高齢者介護サービス事業所連絡協議会を中心に推進している「介護従事者マンパワー確保事業」を継続実施することにより、福祉職場のマン

パワー確保のためのキャリアアップ支援、人材確保、技術向上、離職防止、イメージアップ、在宅福祉力の向上を総合的に推進するとともに、第８

期介護保険事業計画におけるマンパワー確保を推進する。

３．事業内容

区 分 内 容 事業費

(1)町 内 人 材

育 成 事 業

町内で介護系基礎講座を受講できる機会を確保するため、介護職員初任者研修を開催する。

① 介護職員初任者研修の開催

委託料 1,188 千円

(2)介 護 職 員

離職軽減事業

高齢者介護事業所等が行う人材確保及び育成対策に助成金を交付するとともに、現場で必

要な技能や理念を学ぶ研修を開催する。

① 資格取得等（受講費用等）②従事者向け研修会

事業所等助成 1,618 千円

協議会助成 109 千円

(3)介 護 ・福 祉

人材確保事業

協議会による町内外からの人材確保の取組に対して助成金を交付し支援する。

①高校生初任者研修助成

協議会助成 120 千円

合 計 （内訳） 一般財源 1,847 千円 雑入 1,188 千円 計 3,035 千円
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宅食トコっと便事業

１．事業の背景

高齢化や核家族化が進み、家族の多様化や近隣住民とのコミュニケーションの希薄化などから、社会から孤立する方が増えてきている。誰にも看取られるこ

となく一人で亡くなる方や、誰にも相談できずに子育てに苦しむ家庭、地縁がない、経済的に苦しい、そういった悩みを気軽に相談できる相手もいない等、町

民が抱える困難は様々ある。孤立死や虐待死の事例の半数は「支援制度の利用なし」となっている（厚労省調べ）。

２．事業概要

支援が必要であるにも関わらず、受援力がないために支援につながらない方に対し積極的に働きかけ、情報や支援を届けることを目的に、外からは見えな

い「つらい」を発見するため、食品配送を「入口支援」と位置づけ、それぞれの困りごとを見つけた時には個別支援につなげて対応をすすめる。地域に詳しい

方々にも協力を仰ぎ、今までの「待ちの福祉」を「届ける福祉」に変え、町民ひとり一人の不安がひとつでもなくなるような支援を目指す。

・「生活が大変・・・」と感じている家庭に、定期的に無料で食材を届ける（月あたり世帯の約 10 食分）。

・対象世帯は、18 歳未満の子どもがいる世帯、生活困窮世帯、地域の方からみて見守りが必要だと思われる世帯。

・食材は個人や企業などから無償提供していただき、賄えない物資は購入する。

・基本的なコンセプトは「とにかく気軽に利用して欲しい」「たくさんあるから（ちょこっとしかないときもあるけど）どうぞ！」

・事業は社会福祉協議会が主体となり、町は社会福祉協議会に事業運営助成金を支出。

３．スケジュール

令和 5年 4 月 実施団体及び協力団体と協議・準備

令和 5年 5 月 支援者・企業と協議、一般周知開始

令和 5年 6 月 宅食トコっと便事業 開始

４．事業費

３款）民生費 １項）社会福祉費 １目）社会福祉管理費 福祉団体活動推進事業費 18 節・宅食トコっと便事業助成金 500 千円

費 用 金 額 内 訳

初期投資費用 50,000 円 宅配用買い物かご 30 ヶ／ビニール袋等消耗品

食材費 450,000 円
30 世帯分（1 か月 1 世帯あたり 1,500 円）×10 か月

無償提供が難しそうな食材購入費（米／肉／パン／缶詰 等）



事 業 概 要 対象者 事業主体

身体・知的障害者
施設介護給付費

身体、知的障がい者更生・療護施設入所者に入
浴や排泄、食事の介護等を提供する。

入所者 29 名

居宅介護給付
居宅で生活する障がい者に入浴や排泄、食事
の介護、洗濯などを提供する。

居宅生活者 11 名

生活介護給付
地域や入所施設で生活する常時介護が必要な
障害者に、日中の生活のため排泄、入浴、食事
の介護、創作活動、生産活動の場を提供する。

給付利用者 45 名

療養介護給付
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で
機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常
生活の世話を行う。

療養介護利用者 3 名

共同生活援助
地域で共同生活を営む人に相談や日常生活上
の援助を行う。

共同生活者 32 名

就労継続支援
通常の事業所で働くことが困難な人に就労の機
会の提供を行う。

就労継続支援 50 名

就労移行支援
就労を希望する障害のある方に対して、就労に
必要な知識・能力の向上のために必要な訓練
や、就労に関する相談や支援を行う。

就労移行支援 1 名

小 計

合 計

施

設

身体・知的 町 49,487 24,744 12,372

障害者総合支援法 介護給付費及び地域生活支援事業の概要（１／２）
１．障害者介護給付費・訓練等給付費 （単位：千円）

事 業 項 目 事 業 費 国庫負担金 道負担金 一般財源 備 考

12,371

小 計

障がい者 町 6,935 3,467

障がい者 町 111,090 55,545 27,773

1,733

49,487 24,744 12,372 12,371

1,735

町 63,723 31,861 15,931 15,931

障がい者 町 10,196 5,098 2,549 2,549

71,337

27,772

500 250

263,781 131,890 65,945 65,946

居

宅

障がい者 町 125 125

知的・精神

町障がい者

313,268 156,634 78,317 78,317

35,669 17,834 17,834
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事 業 概 要 対象者 事業主体

障がいを持つ方に対する理解を深めるための研
修・啓発事業として、有識者を招聘し、講演会を
行う。

1 回

ろうあ者に手話通訳等を派遣し、意思疎通の円
滑化を図る。

1 件

基幹相談支援センターを1市4町の共同で設置
し、住み慣れた地域で暮らせるよう支援する。

5 件／月

法人後見の活動を安定的に実施するため、専門
相談員に要する経費を助成する。

1 件

知的及び精神障がい者に後見人制度の利用を
支援するため経費等を助成する。

1 件

介護給付対象外の障がい者に対し、生活支援を
行わなければ生活に支障をきたすおそれのある
場合に支援を行う。

1 件

重度障がい者に対し日常生活用具を給付貸与
し福祉の増進を図る。

30 件

屋外での移動困難障害者に外出支援を行い自
立・社会参加を促す。

30 時間／月
障がい者等の日中活動の場を確保し、家族の就
労休息の支援を行う。

1 件／月

社会福祉施設で行う日中活動の支援を行い、社
会参加の促進を図る。

4 件

理解促進研修啓発事業
障がい者（児）
及び町民向け

町 404 101 71 232

成年後見人制度
法人後見支援事業

知的・精神
町

（助成）
3,597 899 628 2,070

事 業 項 目 事 業 費 国庫補助 道補助 一般財源 備 考

障害者総合支援法 介護給付費及び地域生活支援事業の概要（２／２）
２．地域生活支援事業 （単位：千円）

120

基幹相談支援センター
運営事業

障がい者（児）
1市4町

(共同設置
委託）

3,713 928 649 2,136

コミュニケーション支援事業 聴覚障害
町

（委託）
208 52 36

成年後見人制度
利用支援事業

知的・精神 町 200 50 35 115

生活サポート支援事業
介護給付
対象外
障がい者

町 100 25 18 57

1,955

移動支援事業 障がい者（児）
町

(事業者
指定）

1,400 350 245 805

日常生活用具給付事業
重度障がい者

（児）
町 3,400 850 595

日中一時支援事業 障がい者（児）
町

(事業者
指定）

270 67 48 155

13,676 3,418 2,392 7,866

社会参加促進事業 知的 町 384 96 67 221

合 計
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（単位：千円）

国道
補助

その他
一般
財源

理美容サービス
事 業

移送サービス
事 業

除雪サービス
事 業

4
介護用品支給
事 業 （ 在 宅 ）

寝たきりや認知症の高齢者を介護する家族に、紙
おむつ・パンツ式おむつ・清拭タオル等の購入費
を助成し、介護負担の金銭的軽減を図る。

常時失禁
が認めら
れる者

町 3,564 0 0 3,564 継続
助成金 4,950円/月

×60人×12ヶ月
＝3,564千円

537千円 537 0 0 537 継続3
一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯等に対
し、生活路確保の除雪を行う。業務は高齢者勤労
センターとＡ型事業所ワンステップに委託。

自立～
要介護

町
勤労ｾﾝﾀｰ
及び民間

委託

委託料

0 0

964 0 289

158 継続

2

寝たきり等で車いすでなければ外出できない要介
護者等に、医療機関受診等の送迎サービスを実
施する。
業務は民間会社に委託する。
利用者の介護保険料所得段階により、第1段階
20%、第2・3段階30%、第4・5段階50%を本人負担と
する。
軽減対象回数は、町内・町外を問わず年間50回
（片道を1回）とする。
ただし、町外は、年間24回（片道を1回）を限度と
する。

要介護
3･4･5

町
社協
委託

委託料 964千円

1
寝たきり等の理由で理容院や美容院に出向くこと
が困難な高齢者に、１人あたり年4回まで訪問によ
る理美容サービスを提供する。

要介護
3･4･5

町
社協
委託

委託料
日当・費用弁償
1回3千円×年4回×14人

×0.75 =126千円
事務費 32千円
合計 158千円

158

675 継続

高齢者生活支援事業、低所得者特別対策事業の概要

№ 事業項目 事 業 概 要
対象者及び
事 業 主 体

事業費等内訳 事業費
財 源 内 訳

新規
継続
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（単位：千円）

国道
補助

その他
一般
財源

高齢者生活支援事業、低所得者特別対策事業の概要

№ 事業項目 事 業 概 要
対象者及び
事 業 主 体

事業費等内訳 事業費
財 源 内 訳

新規
継続

5
介護用品支給
事 業 （ 入 院 ）

介護系施設以外の医療機関に3ヶ月以上入院し、
介護用品を使用している高齢者を介護している家
族に介護用品購入費を助成する。

要介護
3･4･5

町 594 0 0 594 継続

6
家 族 介 護 者
元気回復事業

6か月以上在宅で家族を介護している介護者に、
一時的に介護から離れて温泉交流等でリフレッ
シュできるよう、町内温泉宿泊券を支給する。

要介護
3･4･5

町 360 0 0 360 継続

7

介 護 保 険
低所得利用者
負 担 金 軽 減
助 成 事 業

介護保険制度の施行に伴う、利用者負担が困難
な低所得者に対し、利用負担金を助成して負担
の軽減を図る。
対象者は、訪問介護サービス・在宅介護サービ
ス・特別養護老人ホームの旧措置者以外の介護
施設を利用している方で、町民税非課税世帯か
つ負担能力のある親族等の税法上の扶養控除対
象者になっていないことを要件とし、一律25％助
成する。

要支援
要介護

町 7,200 0 0 7,200 継続

8

社 会 福 祉
法 人 等
利用者負担金
軽 減 事 業

社会福祉法人の実施する介護サービス利用者負
担額軽減事業について助成する（障害者ホーム
ヘルプサービス利用者支援措置事業含む）。

助成金 1,500千円 1,500 1,125 0 375 継続

14,877 1,125 289 13,463合 計

扶助費 30,000円×12人
=360千円

助成金 4,950円/月
×10人×12ヶ月

=594千円

助成金
在宅 3,816千円
施設 3,384千円
計 7,200千円

社会福祉協議会
斜 里 福 祉 会
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重層的支援体制整備事業への移行準備事業

１．事業概要

地域共生社会の実現に向けて、複雑化・複合化した課題に対する断らない包括的な支援体制を整備

するため、Ⅰ相談支援（断らない相談支援体制）、Ⅱ参加支援（社会とのつながりや参加の支援）、Ⅲ地

域づくりに向けた支援を、地域の幅広い支援関係機関との連携のもと、対象者の属性を問わず一体的

に実施する重層的支援体制を構築する。なお、令和７年度に重層的支援体制整備事業へ移行すること

を目指し、令和４年度から令和６年度までの３年間は移行準備事業として実施する。

令和５年度は地域へのアウトリーチを推進し、支援が届いていない人への情報発信及び、支援が必要

な人を支える地域づくりに重点的に取り組んでいく。

２．事業内容及び事業費

事業名 内 容 事業費 備 考

（１）多機関協働事業 相談支援包括化推進員の配置

多機関情報連携体制の整備
8,465 千円

保健師人件費、研修旅費、使用料、備品購入費、通信

運搬費

（２）庁内外連携体制構築事業 研修会の開催 650 千円 講師謝礼、講師旅費、需用費

（３）アウトリーチ等を通じた継続的支援事業 地域活動と地域課題の掘り起こし

地域活動の見える化・情報発信

プラットホームの構築 5,486 千円

業務委託料

内

訳

地域活動の見える化

プラットホームの構築

WEB サイト開設・運営

人材育成研修旅費

2,445 千円

1,528 千円

770 千円

743 千円

※地域おこし協力隊 2名を確保し、コミュニティデザインによる地域活動の見える化に取り組む

３．予算

１４，６０１千円（国庫補助金 １０，９５０千円 一般財源 ３，６５１千円）

一体的な運用

生活困窮

重層的支援体制整備事業

（属性を問わない支援体制）

子育て障がい

高齢



【まち・ひと・しごと創生総合戦略事業】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

14. 〇 200 200

○ 1,552 400 1,152

【衛 生 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

4款1項

3. ○ 2,702 1,809 893
介護会計
繰入金
（保険者
機能強化
推進交付
金）

1,659
健康づく
り財団助
成金

150

款項目 事 業 費 名

保 健 対 策
推進事業費

成人保健事業費 健康意識向上事業

18歳から65歳未満の町民が健康づくりに興味を持ち、
継続して健康行動（ウォーキング）に向かう動機づけ
として健幸ポイント（行政ポイント）を付与し、町民
の健康の保持・増進を図る。
また、禁煙治療費の一部を助成し、禁煙を推奨し、が
んなどの生活習慣病の予防を図る。
・総事業費5,490千円のうち2,702千円

残額2,788千円は介護会計（保険勘定）で計上

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
備考款項目 事 業 費 名

2款1項
まち･ひと･
しごと創生
総 合 戦 略
事 業 費

結 婚 ・ 子 育 て
地 域 創 造
戦 略 事 業 費

不妊治療助成事業

少子化対策として、不妊治療を受けている方の経済的
負担軽減を図るため、不妊治療費の一部を助成する。

予算額
財 源 内 訳

備考事業の目的・概要
新・継区分

令和５年度 主な投資的事業一覧表

妊産婦安心出産支援事業

分娩可能な産科医療機関までの距離が遠い妊産婦の妊
産婦健康診査、出産にかかる交通費の経済的負担の軽
減を図り、安心して妊娠、出産できるよう支援する。

資料１６
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新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

新・継区分
予算額

財 源 内 訳
備考款項目 事 業 費 名

4. 予 防 費 ○ 581 224 357

○ 5,385 5,385

5. 〇 10,734 6,886 1,924 1,924母 子 保 健
対 策 費

妊娠期から子育て期における相談に応じ様々なニーズ
に対応するための伴走型支援とこの時期の不安の原因
として問題となる経済的支援を一体的に実施し、安心
して出産・子育てができる環境を整備する。

出 産 ・ 子 育 て
応 援 事 業 費

感 染 症 予 防
事 業 費

風しん感染拡大予防対策事業

風しん抗体保有率の低い世代の男性に対して、抗体検
査と予防接種の費用を助成することにより、風しん感
染拡大を防ぎ、妊娠中に感染して生じる出生児の先天
性風しん症候群を予防する。

ＨＰＶ感染症予防接種（ＨＰＶワクチン）が平成25年
6月から積極的勧奨差し控えとなっていたが、令和4年
4月に解除され、予防接種に基づく定期予防接種とし
て個別勧奨を行いながら、予防接種を円滑に実施す
る。

出産・子育て応援事業

ＨＰＶ感染症定期予防接種事業

- 2 -
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１．目的

核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安

を抱く妊婦・子育て家庭も少なくなく、全ての妊婦・子育て家庭が安心

して出産・子育てができる環境整備が求められている。

こうした中で、国の妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談

に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支

援を充実し、経済的支援を一体として実施する事業を支援する「出

産・子育て応援交付金」を活用し令和 4年度に引き続き給付を行う。

２． 内容

〇相談支援

子育て世代包括支援センターを窓口に、妊娠期（①母子手帳交付

時②8 カ月前後）、出産後（③出生届出後）に面談を行い、相談機会

を設けるとともに、必要な支援メニューを提案する。

〇経済支援

妊娠届出時に妊婦 1人あたり 5万円・出生届出時に乳児 1人あたり

5 万円を給付する。

※対象者：住民登録がある町民とする。

３．事業費

10,734 千円

補助率（国 2/3、都道府県 1/6、市町村 1/6）

※令和４年度からの継続事業。

【事業費概要】

［歳入］ （単位：千円）

科目 交付金名 予算額

補助金

衛生費補助金

出産・子育て応援交付金（国） 7,156

出産・子育て応援交付金（道） 1,789

合 計 8,945

［歳出］ （単位：千円）

科目 事業費 備考

給 料 1,842 会計年度任用職員給料

職員手当等 498 時間外勤務手当、期末手当

共済組合負担金等 526 共済組合、公務災害補償基金

職員旅費 50 研修旅費

消耗品費 24 用紙代、インク代等

通信運搬費 2 郵便料

手数料 86 振込料、折込料

補助金・交付金 7,400 妊娠届出 50,000 円×73 人

出産届出 50,000 円×43 人

出産届出 100,000 円×16 人

負担金 306 退職手当組合、福祉協会

合 計 10,734

出産・子育て応援事業 （出産・子育て応援交付金）



【まち・ひと・しごと創生総合戦略事業】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

14. ○ 5,620 5,620

〇 95 95

〇 2,782 2,782

〇 150 150

〇 300 300

2款1項
まち･ひと･
しごと創生
総 合 戦 略
事 業 費

雇用創出･交流･
ブランディング
地域創造事業費

出産お祝い事業

子どもの出生を町ぐるみでお祝いし、子育てのスター
トを支援する。
・ミズナラ製名前入りスプーンのプレゼント
・ベビーカーの無償貸与（乳幼児期間、希望者のみ）

事業の目的・概要
新・継区分

予算額
財 源 内 訳

備考款項目 事 業 費 名

保育士試験による資格取得支援事業

保育士研修事業

町内の保育園・保育所の保育士等に対し研修を行い、
町の保育及び子育て支援の質の向上を図る。

ウトロ地域子育て支援拡充事業

子育て支援員研修受講補助事業

令和５年度 主な投資的事業一覧表

試験により保育士資格を取得し町内の子育て関連施設
で勤務したものに対し、資格取得に要した費用の一部
を補助し町の子育て支援に関わる人材の育成を図る。

ウトロ地域の18歳未満の全ての子どを対象とした居場
所づくり事業としてウトロ子どもセンター事業を実施
する。

結 婚 ・ 子 育 て
地 域 創 造
戦 略 事 業 費

子育て支援員研修を受講し、町の子育て関係施設で勤
務をする意志のあるものに対し、受講に要した費用の
一部を補助し町の子育て支援に関わる人材の育成を図
る。

資料１７
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【民 生 費】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

3款2項
3. 〇 1,293 152 1,141

ふ る さ と
応 援
「いきいき」
基 金

4. 〇 1,167 1,167
ふ る さ と
応 援
「いきいき」
基 金

3款2項
6. 〇 636 636

〇 3,104 2,328 776

〇 2,073 333 333 1,407地 域 子 ど も ・
子 育 て
支 援 事 業 費

ファミリー・サポート・センター事業

ファミリー・サポート・センター事業の周知・利用調
整等、センター運営に係る業務を委託する。また、事
業を利用する会員に対し利用料金の一部を助成し、子
育て世帯の負担軽減を図る。
・運営業務委託 1,679千円
・利用料助成 394千円

常 設
保 育 園 費

保育一般事業費 保育ＩＣＴ事業（常設保育園）（ふるさと応援基金活用事業）

常設保育園2園のＩＣＴ化を進める。
・保育ＩＣＴシステムコドモン使用料832千円
・検温アプリ使用料198円
・午睡センサーマット使用料（5台）145千円
・体温計購入（9台）109千円
・午睡センサーマット用充電器購入（1台）9千円

子 ど も ・
子 育 て
支援対策費

子 ど も の
た め の
教 育 ・ 保 育
事 業 費

認定こども園第三子以降保育料助成事業

認定こども園を利用する児童で18歳未満で第3子以降
である児童のうち、一定の所得基準に満たない場合に
保育料を助成する。

認定こども園保育補助者雇上強化補助事業

民間の認定こども園が保育教諭の業務負担軽減を図る
ために雇用する保育補助者に係る費用の一部を補助す
る。

へ き 地
保 育 所 費

へ き 地 保 育 所
管理運営事業費

保育ＩＣＴ事業（へき地保育所）（ふるさと応援基金活用事業）

へき地保育所2か所のＩＣＴ化を進める。
・保育ＩＣＴシステムコドモン使用料687千円
・検温アプリ使用料198千円
・インターネット使用料185千円
・体温計購入（8台）97千円

事業の目的・概要
新・継区分

予算額
財 源 内 訳

備考款項目 事 業 費 名
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備 考 備 考

本年度予算額 前年度予算額 比 較 本年度予算額 前年度予算額 比 較

415,499 420,647 △ 5,148 9,961 11,134 △ 1,173

1,250 1,266 △ 16 697 626 71

132,429 132,567 △ 138 1,706 1,169 537

424 426 △ 2 208 234 △ 26

53,661 55,229 △ 1,568 12,572 13,163 △ 591

146 151 △ 5 852,593 878,666 △ 26,073

603,409 610,286 △ 6,877 5,451 6,784 △ 1,333

985,677 1,013,512 △ 27,835 858,044 885,450 △ 27,406

31,219 45,200 △ 13,981 115,509 116,537 △ 1,028

1,016,896 1,058,712 △ 41,816 300 300 0

1 1 0 200 200 0

1,016,897 1,058,713 △ 41,816 116,009 117,037 △ 1,028

90,133 86,324 3,809 974,053 1,002,487 △ 28,434

1,000 0 1,000 9,004 8,405 599

91,133 86,324 4,809 720 720 0

1 1 0 9,724 9,125 599

857 893 △ 36 2,100 2,100 0

歳入 合 計 1,712,297 1,756,217 △ 43,920 985,877 1,013,712 △ 27,835

475,909 482,792 △ 6,883

149,617 150,308 △ 691

58,691 60,251 △ 1,560

684,217 693,351 △ 9,134

1 1 0

1 1 0

22,519 21,179 1,340

2,806 2,806 0

392 575 △ 183

1,911 9,428 △ 7,517

1,001 1,001 0

2,912 10,429 △ 7,517

1,000 1,000 0

1,712,297 1,756,217 △ 43,920

一般被保険者後期支援金分

介護納付金分

予 備 費

歳 出 合 計

諸支出金

病院事業会計繰出金

償 還 金

審査支払手数料

計

出産育児一時金

葬 祭 費

小 計

共同事業拠出金

計

事
業
費
納
付
金

一般被保険者医療分

療 養 費

一般会計

計

高額療養費

高額介護合算療養費

積 立 金

特定健康診査等事業費

保健事業費

保
険
給
付
費

そ
の
他

現年度後期高齢者支援金

運営協議会費

現年度介護納付金

財政安定化基金拠出金

小 計

計

一
般
分

繰 越 金

計

療養給付費

滞納繰越後期高齢者支援金

（単位：千円）

歳 入 歳 出

科 目 科 目

一般分

現年度 保険料 一般管理費

賦課事業費

徴収事業費

その他の収入

滞納繰越保険料

小 計

道
支
出
金

補
助
金

普通交付金

特別交付金

計

財政安定化基金交付金

令和５年度 斜里町国民健康保険事業特別会計（総括表）

計

繰入金

計

総
務
費

滞納繰越介護納付金

保
険
料

基金繰入金

移 送 費

小 計

資料１８
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【国民健康保険事業特別会計】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金道支出金 町債 その他 一般財源
1款2項

2. ○ 797 797

6款1項

1. ○ 1,255 1,255
基 金
繰 入 金

1,000
一般会計
繰 入 金

255

令和５年度 主な投資的事業一覧表

徴 収
事 業 費

徴 収 事 業 費 国保料口座振替納付推進キャンペーン事業

国保料の収納率の維持・向上と納付者の非対面での感
染症予防及び納め忘れのない口座振替を推進するた
め、期間中に口座振替登録した者に抽選で景品を進呈
するキャンペーンを実施する。

特 定 健 康
診 査 等
事 業 費

特 定 健 康
診 査 等
事 業 費

特定健診受診率向上のための行政ポイント事業

町民の健康維持に向けて特定健康診査受診をすすめる
ため、行政ポイントの付与を200ポイントから1,000ポ
イントに拡大し、実質無料化を行い受診率の向上を図
る。なお、財源は国民健康保険基金を活用する。

財 源 内 訳
備考事業の目的・概要

新・継区分
予算額款項目 事 業 費 名
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国保料口座振替納付推進キャンペーン事業

１．事業目的

昨年度は、納税者の利便性向上と収納率の維持・向上のため、全ての税・料を対象に「口座振替納付推進キャンペーン事業」を実施した。

令和 5 年度課税分からは共通納税システムの拡大により、町税（町道民税、固定資産税、軽自動車税）のＱＲコード納付が開始されることで利便性の向上を図ら

れるが、対象にならない国民健康保険料・介護保険料・後期高齢者医療保険料の中で、期別の多い国民健康保険料においては、引き続き口座振替納付の勧奨が

必要である。

今後、国民健康保険料の非対面での感染症予防とあわせて納め忘れのない口座振替を推進するために、今年度は「国保料口座振替納付推進キャンペーン」を

実施する。

２．事業内容

(1)概 要：期間中、国民健康保険料の口座振替登録・振替を完了した者、もしくは全期前納に納付方法を変更した者から抽選 100名に景品を進呈することで、

口座振替及び全期前納を促す。

景品については町内消費を促すため、ポテト商品券とする。

(２)期 間：令和 5年 4月 1日～8月 31日まで

(３)対 象：キャンペーン期間中、新たに国民健康保険料の口座振替を申し込み、または全期前納に納付方法を変更した、下記の要件を満たす者。

本キャンペーンは申し込み不要であり、口座振替の申し込みにより自動登録となる。

①町税等の未納がない者。

②期間中に町内在住で国民健康保険料の被保険者の資格がある者。

③期間中に申し込みをした口座振替納付が確認できた者。

※新たに国民健康保険料の口座振替を申し込むと同時に全期前納の申し込みをした者は 2回分の抽選とする。

(４)景品内容：1等 ポテト商品券 30,000 円分、2等 ポテト商品券 10,000 円分 3等 ポテト商品券 5,000 円分ほか

３．事業費

797 千円 （景品代 445千円、印刷製本費 265千円、通信運搬費 37千円、手数料 50千円）
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特定健診受診率向上のための行政ポイント事業

１．事業目的

特定健診は日本人の死亡原因の６割を占める生活習慣病の予防を目的としており、40 歳から 74歳までの方を対象としている。斜里町国民健康保険にお

ける健診受診率は第 1 期斜里町保健事業実施計画（データヘルス計画）の目標値との乖離が生じている。

未受診状態が続くことにより、初期において自覚症状が乏しい生活習慣病が進行する懸念があるため、受診率向上対策の一環として健診受診に対して

付与する行政ポイントを令和４年度より 200 ポイントから 1,000 ポイントに増やし、実質無料化することにより受診率を向上させ、健康状態の維持を図

っている。

２．事業内容

特定健診受診に対して 1,000 ポイントの行政ポイントを付与する。（実施期間は令和４年度から令和６年度の３年間を目途とする）

付与の対象は特定健診（人間ドック、脳ドックを含む）及びみなし健診（医療機関または被保険者からの検査結果提供）とする。

受診者の増加が見られるかを確認し、次年度の実施内容を検討する。

３．事業費 1,255 千円

歳入 5 款 1 項 1 目繰入金 国民健康保険基金繰入金 1,000 千円 一般会計繰入金 255 千円

歳出 6 款 1 項 1 目特定健康診査等事業費 報償費 1,000 千円 手数料 255 千円

報償費 1,000 千円＝受診対象者約 2,500 人の 40％

４．特定健診受診率の推移

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

受 診 率 33.8％ 33.5％ 33.6％ 29.5％ 25.8％ 26.6％ - -

目 標 値 32.0％ 35.0％ 38.0％ 41.0％ 44.0％ 46.0％ 48.0％ 50.0％

全道平均 27.6％ 28.1％ 29.5％ 28.9％ 27.0％ 27.9％ - -

※国保加入者の国の目標値は 60％



（単位：千円）

当初予算額 前年度予算額 比 較 当初予算額 前年度予算額 比 較

218,546 221,235 △ 2,689 11,082 7,179 3,903

17,293 15,864 1,429 558 533 25

235,839 237,099 △ 1,260 5,912 5,713 199

128 175 △ 47 392 198 194

235,967 237,274 △ 1,307 17,944 13,623 4,321

206,311 215,079 △ 8,768 147,679 159,834 △ 12,155

69,795 74,703 △ 4,908 484,241 470,296 13,945

2,339 2,541 △ 202 353,591 403,935 △ 50,344

7,585 8,092 △ 507 1,749 1,749 0

15,305 18,612 △ 3,307 2,132 2,132 0

2,290 1,909 381 26,521 28,177 △ 1,656

2,187 1,778 409 1,015,913 1,066,123 △ 50,210

1,395 0 1,395 14,769 17,577 △ 2,808

307,207 322,714 △ 15,507 7,826 7,271 555

161,328 171,518 △ 10,190 1,323 722 601

0 0 0 2,580 1,973 607

4,740 5,057 △ 317 5,211 5,050 161

7,652 9,305 △ 1,653 31,709 32,593 △ 884

173,720 185,880 △ 12,160 855 826 29

305,424 321,174 △ 15,750 30,238 32,614 △ 2,376

10,239 10,924 △ 685 5,351 6,250 △ 899

0 0 0 47,133 51,128 △ 3,995

315,663 332,098 △ 16,435 1,131,199 1,189,534 △ 58,335

141,400 148,692 △ 7,292 39,680 40,769 △ 1,089

16,529 13,603 2,926 42,917 53,184 △ 10,267

18,179 17,870 309 82,597 93,953 △ 11,356

4,740 5,057 △ 317 21 31 △ 10

7,652 9,305 △ 1,653 2,290 1,909 381

188,500 194,527 △ 6,027 310 310 0

8,344 21,670 △ 13,326 2,621 2,250 371

196,844 216,197 △ 19,353

1 1 0

4,959 5,196 △ 237

1,234,361 1,299,360 △ 64,999 1,234,361 1,299,360 △ 64,999歳 入 合 計 歳 出 合 計

繰 越 金

その他の収入

繰
入
金 地域支援事業繰入金（包括支援）

小 計

小 計

繰出金

低所得者保険料軽減繰入金

包括的支援推進事業費

地
域
支
援
事
業
費

合 計

合 計

地域支援事業繰入金（総合事業）

介護給付費準備基金繰入金

その他支出

一
般
会
計
繰
入
金

介護給付費繰入金 介護予防・日常生活支援総合事業

事務費繰入金

道負担金 介護給付費負担金現年度分

合 計

小 計

地域支援事業支援交付金 過年度分

高額介護サービス費

地域支援事業（包括支援）

高額医療合算介護サービス費

合 計

国
庫
補
助
金

交
付
金

支払基金交付金

介護給付費交付金 現年度分

地域支援事業支援交付金 現年度分

合 計

道
支
出
金

特定入所者介護サービス費

国
庫
支
出
金

国庫負担金

住宅改修費

居宅介護サービス計画給付費

保
険
給
付
費

介護予防サービス計画給付費

普通調整交付金(総合事業分)

小 計

財政安定化基金交付金 介護予防住宅改修費
道
補
助
金

地域支援事業（総合事業）

介護保険事業費補助金

普通徴収保険料 運営協議会費

地域密着型介護サービス給付費

地域支援事業（総合事業）

施設介護サービス給付費

福祉用具購入費

地域支援事業（包括支援）

保険者機能強化推進交付金

合 計 小 計

国庫負担金現年度分 居宅介護サービス等費給付費

普通調整交付金(介護給付費分)

保
険
料

現年度分

特別徴収保険料

総
務
費

総務管理費

普通徴収保険料

介護認定事務費

過年度分

徴税費

小 計

令和5年度 斜里町介護保険事業特別会計 保険事業勘定 当初予算書（総括表）

歳 入
備 考

歳 出
備 考

科 目 科 目

介護給付費準備基金積立金

小 計

保険者努力支援交付金

介
護
サ
ー
ビ
ス

介護予防サービス給付費

地域密着型介護予防サービス費

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介護予防福祉用具購入費

審査支払手数料

資料１９
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【介護保険事業特別会計】 （単位：千円）

新 継 国庫支出金 道支出金 町債 その他 一般財源

3款1項
2. ○ 2,788 729 348 752 959

支払基金

令和５年度 主な投資的事業一覧表

一 般 介 護
予防事業費

一 般 介 護
予 防 事 業 費

健康意識向上事業

高齢者が健康づくりに興味を持ち、継続して健康行動
（いきいき百歳体操、ウォーキングの継続）に向かう
動機づけとして健幸ポイント（行政ポイント）を付与
し、町民の健康の保持・増進を図る。
・総事業費5,490千円のうち2,788千円計上

残額2,702千円は一般会計で計上

財 源 内 訳
備考事業の目的・概要

新・継区分
予算額款項目 事 業 費 名
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（単位：千円）

当初予算額 前年度予算額 比 較 当初予算額 前年度予算額 比 較

7,761 8,273 △ 512 7,182 10,530 △ 3,348

4,209 4,245 △ 36 6,687 4,055 2,632

11,970 12,518 △ 548 13,869 14,585 △ 716

1,899 2,067 △ 168

0 0 0

13,869 14,585 △ 716 13,869 14,585 △ 716

令和5年度 斜里町介護保険事業特別会計 介護サービス事業勘定 当初予算案総括表

歳 入

科 目

歳 出

科 目

居宅介護予防サービス計画事業費

歳 出 合 計歳 入 合 計

サ
ー
ビ
ス
収
入

居宅介護予防サービス計画収入

備 考

小 計合 計

サ
ー
ビ
ス
事
業

居宅介護サービス計画収入

雑収入

介
護
・
予
防
給
付
費
収
入

居
宅
サ
ー
ビ
ス

備 考

一般会計繰入金

居宅介護サービス計画事業費
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本年度予算額 前年度予算額 比較 備考 本年度予算額 前年度予算額 比較 備考

特 徴 84,184 79,904 4,280 4,457 4,089 368

普 徴 55,563 52,737 2,826 287 319 △ 32

滞 繰 分 普 徴 1 1 0 139,750 132,644 7,106

139,748 132,642 7,106 7,014 5,157 1,857

手 数 料 8 8 0 44,781 46,553 △ 1,772

国庫支出金 0 0 0 諸 支 出 金 500 500 0

500 500 0

0 0 0

広域連合納付金分
（ 事 務 費 ）

7,014 5,097 1,917

事務費充当分 1,867 2,178 △ 311

44,781 46,553 △ 1,772

53,662 53,828 △ 166

繰 越 金 1 1 0

1 1 0

500 500 0

2,367 1,780 587

1 1 0

1 1 0

2,870 2,283 587

196,789 189,262 7,527 196,789 189,262 7,527

保 険 料 納 付 金

雑 収 入

諸収入

科 目

広 域 連 合 交 付 金
（ 特 別 調 整 交 付 金 ）

広域連合
支出金

一般会計
繰入金

（事務費）

償還金及び還付加算金

広域連合
納付金

保険料基盤安定負担金

繰 越 金

一般会計繰入金（基盤安定）

督 促 手 数 料

広 域 連 合 交 付 金
（ 受 診 率 向 上 ）

後期高齢者
医療保険料

小 計

現 年 分

小 計

国 庫 支 出 金

令和５年度 後期高齢者医療特別会計総括表（当初）
(単位：千円）

歳 入 歳 出

科 目

徴 収 費
総 務 費

総 務 管 理 費

滞 納 処 分 費

事 務 費 負 担 金

合 計 合 計

延 滞 金

受 託 事 業 収 入

保 険 料 還 付 金

小 計

繰入金

資料２０
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AI による地域公共交通実証運行事業（案）について 

 

１． 実証実験の背景 

  現在、運行している「しゃりぐる」については、定時路線運行でスクールバスの合間での運行のため、バス停周辺の方にとって利便性は高いが、

自宅からバス停までの距離がある方や夕方の時間帯に利用したい方にとっては利用しづらいものになっている。 

このことから、新たな運行方法として、ＡＩを活用し予約運行をする「乗合タクシー」の実証運行を行い、市街地における公共交通の効率的な

運行を図ることを検討するために実証運行を行うものである。 

 

２． ＡＩオンデマンド交通の考え方 

・時刻表や路線図のない交通の検討 

 ・目的地までの移動の利便性を高める 

・外出促進による新たな利用者の創出 

 ・高齢者が免許返納しても生活の利便が確保される 

 ・実施結果を地域公共交通計画に反映させる 

 ※利用者情報や運行状況等の集められたデータをもとに最短時間で最短の経路で配車できる点、乗車予約の分析から利用内容の把握ができる。 

 

３．ＡＩオンデマンド交通実証実験の目的 

 ・住民ニーズ、利用者の利便性及び有用性の確認、課題抽出 

 ・運行面及び事業性の確認、課題抽出 

 ※実施することや技術ありきではなく、課題解決をする手段として有用かどうかを実証運行により確認することを目的とする。 
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４．ＡＩシステム事業者 

システム会社 NTTドコモ 未来シェア ネクスト・モビリティ 電脳交通 WILLER(mobi) 

事業内容 

AI運行バス 

AI による配車・運行予

約サービス 

タクシー（デマンド交

通）と路線バス（乗合交

通）の長所を掛け合わ

せた、AI によるリアル

タイムな配車計算を行

うサービス 

AI 活用型オンデマンド

バス・サービスの運行

ソリューションの提供

（オペレーションの仕

組みや運行体制構築の

支援、車両の提供など） 

タクシーを中心とした

配車システム開発・提

供・タクシー会社等か

らの配車業務受託運営

サービス 

MaaSシステム（アプリ）

開発・賃借、旅行・観光、

自動車運転オペレーシ

ョンなど 

運行方式 
ミーティングポイント

方式 

ミーティングポイン

ト・ドアツードア方式 

ミーティングポイント

方式 

ドアツードア方式 ミーティングポイント

方式 

初期導入費用 ６０万円～ ５０万円～ ８６０万円 ５０万円～ ２００万円～ 

月額料金 ２０万円～ １０万円～ ３３万円 ８万円～ ５０万円～ 

AI構築期間 ２ヶ月 １ヶ月 １～２ヶ月 ２ヶ月 ２ヶ月 

導入事例 

・網走市 

スマホや電話で予約 

予想迎車時刻が知らさ

れる。 

２エリアで運行 

実証運行３年目 

・長野県伊那市 

エリアで交通事業者を

決め運行 

・岡山県久米南町 

ドアツードアに転換

後、利用者増加。 

※道内：南幌町 

・福岡県福岡市アイラ

ンドエリア、壱岐南エ

リア、宗像市、大阪市

平野区、北区、福島

区、三重県桑名市、長

野県塩尻市等運行 

・北海道芽室町 

自家用有償旅客運送 

その他共助型輸送（買

い物代行） 

事業者とＮＰＯとで共

同で実証運行中 

・京都府京丹後市、東京

都豊島区、名古屋市千

種区等実証運行 

現在、小清水町で 2 度

目の実証運行 

運 賃 

エリア内 500 円、エリ

アをまたぐ場合は 700

円 

１人 500 円、相乗りに

なると 300円。 

距離に応じた料金設定 

距離制や定額制など路

線による 

片道 300 円～1000 円月

額 3000 円～15000 円地

区で変更（商品代金別） 

エリア内定額乗り放題

5000円/月、追加１名毎

500円。今回小清水町は

3000円に変更 

  ※ミーティングポイント方式＝バス停方式 
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６．ＡＩシステム事業者選定 

実証運行については、ドアツードア方式に対応し、機器リースが可能であり、初期経費や運用経費が安価であること、ＡＩ構築期間が短いこと、

バス停の維持管理が不要であることなどから、「未来シェア」のシステムにより行う。 

 

７．実証運行の概要 

実施主体 斜里町地域公共交通活性化協議会 

実施期間 令和５年９月１日～１１月３０日（平日運行） 

運行時間 ８：００～１７：００（１２：００～１３：００昼休み） 

運行事業者 株式会社斜里ハイヤー（斜里バスへ協議済み） 

事業許可 乗合タクシー許可（道路運送法第 21条） ＡＩオンデマンドによる区域運行 

対象エリア 斜里市街地区域 

使用車両台数 １台（普通乗用車：乗車定員５人（旅客定員４人名）） 

運賃設定 １人１乗車３００円（検討：回数券、月額定額運賃（乗り放題）等） 

予約方法 予約アプリ（スマホ）または電話 

評価 利用者数や利用状況、アンケート結果等により本格運行を判断 

 

９．事業経費 

 [歳入]                       （単位：千円）  [歳出]                     （単位：千円） 

※しゃりぐる運行停止による額 5,225円×5便×60日＝1,567,500円 

運賃収入（9% 141,075円）減額後 1,426,425円 

※ハイヤー借上料：6,140円×8時間×20日（1ヶ月） 

＝982,400円≒800,000円（値引き後） 

借上料：800,000円×4ヶ月＝3,200,000円 

 

科目 予算額 備  考 

借上料 110千円 機器リース料 110千円 

使用料 330千円 システムライセンス料 

   

通信費 100 千円 Wi-Fi通信料他 

委託料 4,171 千円 運行委託料 3,200千円 

初期費用 1,210千円 

合 計 4,711 千円  

科目 予算額 備  考 

雑収入 450千円 運行収入 300円×25人/日×60日 

合計 450千円  
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10．実証運行から本運行へ 

  令和６年度：検討結果により本運行 

  令和７年度：中斜里等へ運行エリアを拡大 

 

11．その他 

  運行エリア拡大に合わせて、ハイヤー助成見直しを行う。 

  ウトロ地区については、観光事業者による自家用旅客有償運送事業等の検討を行う。 
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12．スケジュール 

区 分 
令和４年度 令和５年度 

１月 ２月 3 月 ４月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

２期計画の検討・ 

策定 

 

 
議 会 

協 議 

１次計画の反

映・総括 

議 会 

協 議 
   

素 案 

完 成 
 

議 会 

協 議 

ﾊﾟﾌﾞﾘ

ｯｸｺﾒﾝ

ﾄ実施 

 
議 会 

協 議 

協議会の開催   開催  開催      開催  開催   

運行方式 

・システ

ムの検討 

市街地 
運行方式・システ

ムの検討 
 

予 算 

計 上 
 

補正

予算 
      

予 算 

計 上 
 

当初

予算 

郡部 実証運行後、本運行となった場合は、運行エリア見直しを検討しタクシーチケット助成見直し 

ウトロ ガイド協会や観光事業者等による自家用有償旅客運送等の検討 

事業者協議 
AI運行に向

けた協議 
    

ｼ ｽ ﾃ ﾑ

事 業

者・運

行 事

業 者

打 合

せ 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ

等 設

定 調

整 

実証運行 
評価 

検証 

次 期

公 共

交 通

検 討 

  

ｱﾝｹｰﾄ調査・ﾆｰｽﾞ把

握 

 
     広報・説明会 利用者ｱﾝｹｰﾄの実施     

ＪＲ釧網本線の計

画への反映 

ＪＲ釧網本線アクションプラン実行委員会やＪＲ釧網本線沿線活性化

協議会の動きに合わせて検討。 
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１．事業目的

地域子育て支援拠点事業を担う子育て支援センターを、ぽると２１内

へ移設し、妊娠期から子育て期への切れ目のない支援体制の充実を図る。

合わせて、現子育て支援センタースペースを双葉保育園の保育室とし

て改修し、未満児保育の環境向上を図る。

２．経緯

（１） 児童福祉と母子保健の連携強化の流れ

・平成 29 年に「子育て世代包括支援センター」の市町村設置が努力義

務化され、以降、妊娠期から子育て期の保護者への包括的な支援体制

の構築、要支援児童、要保護児童への支援強化が国レベルで図られて

きている。

・令和 4 年の児童福祉法の改正により、令和 6 年度から「子ども家庭

センター」の新たな仕組みが創設されることとなり、これまでの仕組

みを補完し、更に「すべての妊産婦」「子育て世帯」「子ども」を対象

とした相談体制機能の充実が求められる。

（２）斜里町の児童福祉と母子保健の連携

・従来より、乳幼児健診や保育園利用に向けての調整会議等を通じて

子育て支援センターと母子保健担当では連携をとっており、令和 2年

度からは子育て支援センター事業への保健福祉専門職のアウトリー

チ事業を拡充し、子育て支援事業を充実させてきた。

・令和 4年 10 月より、ぽると２１内に「斜里町子育て世代包括支援セン

ター」を開設しており、今後、寄り添い方の支援の継続的かつ効果的な

推進を目指し、子育て支援センターを同一施設へ集約する。

（３） 双葉保育園の改修

・施設建設時と比べ 3 歳未満児の利用が増加しており、よりゆったりと

した保育環境の整備が望ましい。

３．事業概要

①子育て支援センター移設工事

②双葉保育園保育室（現子育て支援センター室）改修工事

工事内容 具体的な内容

①子育て支

援センター

移設工事

・現作業交流室及びロビースペースを子育て支援セン

タースペースとして改修（ぽると２１執務室との間仕

切り壁設置、床面タイルカーペット張、造作棚設置等）

・授乳スペース・談話（相談）スペース設置

・南側屋外にフェンス設置・小遊び場設置

・1 階トイレ幼児用便器設置（男女トイレ内各 1か所）

・2 階書庫・物品庫設置 等

②双葉保育

園保育室改

修工事

・現子育て支援センター室を保育室へ改修（一部壁撤

去・造作棚設置等）

・現子育て支援センタートイレ改修（幼児用トイレ設

置）

・園児用棚造作

・双葉保育園内 LED 化工事 等

子育て支援センター施設集約化事業 資料２３
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４．改修整備スケジュール(予定)

工事場所 R5.6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 R6.1 月 2 月 3 月 4 月

ぽると

２１内

双葉

保育園内

[施設整備概要図（予定）]

[ぽると２１ １階図面]

子育て支援センター
ぽると２１内開設(1 月)子育て支援センター移設工事(8 月～11 月） 開設準備

[双葉保育園（現子育て支援センター部分）図面]

入札

双葉保育園改修工事（12～2 月） 使用準備
使用開始
(4 月)

予算措置
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町 政 報 告 概 要 （令和 5年 3 月 8日 定例会議)

№ 報 告 事 項 概 要

1
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

について

〇給付の状況

・電力・ガス・食料品等の価格高騰による、住民税非課税世帯等に対する価格高騰緊急

支援給付金について、1月 31 日で終了した。

□申請件数 １，３７２世帯

□給 付 額 ６８，６００千円

2 高齢者世帯等生活支援事業について
〇11 月 25 日に申請書を発送、2月 28 日で申請受付を終了。

〇1,027 件の申請 1,232 万 4,000 円を支給。

3 人工透析患者送迎支援事業の終了について

○小清水赤十字病院への介護タクシー送迎支援事業の終了

・小清水赤十字病院無料送迎透析バスの廃止に伴い、平成 28 年 10 月から緊急的に運

行開始しました。

・介護タクシーは、国保病院透析ベッド増床に伴い受け入れ環境が整ったことから、

今年度末をもって終了する。

4
新型コロナウイルスワクチンの接種状況につ

いて

〇オミクロン株対応ワクチンの集団接種は、10月 10 日に開始、12 月 20 日に終了。

〇12/21 現在接種率 66.10％ 対象 10,570 人の内 6,987 人が接種。

-資料２４-
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5 子育て世帯生活支援特別給付金事業について

〇新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、低所得の子育て世帯に対し生活支

援を行う観点から、児童 1 人につき 6万円を支給した。

〇給付状況（令和 5 年 2月 8 日現在）

[ひとり親世帯分]※北海道支給

・受付期間：令和 4 年 7月 15 日～令和 5年 3月 15 日

・給付世帯数：73 世帯、給付対象児童数：118 人

・給付実績額：7,080 千円

[ひとり親世帯以外分]

・受付期間：令和 4 年 7月 6 日～令和 5年 3 月 15 日

・給付世帯数：32 世帯、給付対象児童数：70人

・給付実績額：4,200 千円

（国支給分：3,500 千円、北海道支給分：700 千円）



資料２５
（ 現在）

総合事業 構成比 前月分 構成比

21 41 (0) 66 (0) 86 (0) 74 (0) 46 (0) 44 (0) 20 (0) 398 (0) 65.4% 400 64.9%

21 38 (0) 65 (0) 65 (0) 50 (0) 27 (0) 21 (0) 13 (0) 300 (0) 49.3% 303 49.2%

3 (0) 1 (0) 21 (0) 24 (0) 19 (0) 23 (0) 7 (0) 94 98 (0) 16.1% 97 15.7%

認知症対応型共同生活介護 0 (0) 0 (0) 8 (0) 8 (0) 8 (0) 6 (0) 3 (0) 33 (0) 5.4% 35 5.7%

特定施設入居者生活介護 4 (0) 5 (0) 6 (0) 5 (0) 0 (0) 20 (0) 3.3% 20 3.2%

小規模多機能サービス 3 (0) 1 (0) 9 (0) 11 (0) 5 (0) 12 (0) 4 (0) 45 (0) 7.4% 42 6.8%

15 (0) 21 (0) 19 (0) 2 (0) 3 (0) 2 (0) 1 (0) 63 (0) 10.3% 61 9.9%

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0.0% 0 0.0%

14 (0) 20 (0) 18 (0) 2 (0) 2 (0) 1 (0) 0 (0) 57 (0) 9.4% 55 8.9%

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0.0% 0 0.0%

0 (0) 1 (0) 1 (0) 0 (0) 1 (0) 0 (0) 0 (0) 3 (0) 0.5% 4 0.6%

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0.0% 0 0.0%

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0.0% 0 0.0%

1 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (0) 1 (0) 3 (0) 0.5% 2 0.3%

21 56 (0) 87 (0) 105 (0) 76 (0) 49 (0) 46 (0) 21 (0) 461 (0) 75.7% 461 74.8%

0 (0) 0 (0) 11 (0) 11 (0) 3 (0) 25 (0) 4.1% 26 4.2%

2 (0) 1 (0) 9 (0) 21 (0) 16 (0) 49 (0) 8.0% 51 8.3%

2 (0) 12 (0) 10 (0) 6 (0) 4 (0) 34 (0) 5.6% 35 5.7%

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0.0% 0 0.0%

4 (0) 13 (0) 30 (0) 38 (0) 23 (0) 108 (0) 17.7% 112 18.2%

2 (0) 2 (0) 2 (0) 6 (0) 3 (0) 11 (0) 14 (0) 40 (0) 6.6% 43 7.0%

21 58 (0) 89 (0) 111 (0) 95 (0) 82 (0) 95 (0) 58 (0) 609 (0) 100% 616 100%

3.4%

＊

･必要時利用 ・・・ 常時は在宅サービスは利用していないが、年に数回のショートステイ利用など（住宅改修・福祉用具購入のみ）

・経済的理由 ・・・ 経済的な費用負担が大きいと判断している場合（本人の主観）

サービス未利用理由 ・家族介護 ・・・ 同居又は別世帯であっても、身内からの支援で、今はサービスを必要としない

100.0%介 護 度 別 割 合 9.5% 14.6% 27.6% 18.2% 15.6%

36

介 護 認 定 者 等 合 計 168 441

9.5% 72.4%13.5% 15.6%

介 護 医 療 院

入 院 者 数 4

0

計 108

49

老 人 保 健 施 設 34

計 164 297

施

設

入

所

者

地域密着型老人福祉施設 25

老 人 福 祉 施 設

近隣者・知人・友人・自立支援
サービスなどの支援 0 0

養護老人施設・障害
者施設入所

1 2

サービス等調整中 1 2

サ ー ビ ス 拒 否 0 0

必 要 時 利 用 34 23

経 済 的 理 由 0 0

サービス未利用者 36 27

家 族 介 護 0 0

0 20

4 41

124 176

地 域 密 着 型
サ ー ビ ス 利 用 者

4

0 33

要介護３ 要介護４ 要介護５ 小計 合計

在

宅

者

サ ー ビ ス 利 用 者 128 270

在 宅 サ ー ビ ス
利 用 者

介 護 認 定 者 等 の サ ー ビ ス 利 用 状 況
令 和 5 年 1 月 31 日

区 分 要支援1 要支援２ 小計 要介護１ 要介護２
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